
必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

6 － 2
少人数学習推進事業（高等学
校）

教育庁 高校教育課 2018 － 51,844 Ａ Ｃ Ａ Ｂ

6 － 2 少人数学習推進事業（小学校） 教育庁 義務教育課 2001 － 26,601 Ａ Ａ Ｂ Ａ

6 － 2 少人数学習推進事業（中学校） 教育庁 義務教育課 2001 － 148,506 Ａ Ａ Ｂ Ａ

6 － 2 学力向上推進事業 教育庁 義務教育課 2010 － 3,271 Ａ Ａ Ｂ Ａ

6 － 2 学校事務センター支援事業 教育庁 義務教育課 2005 － 42,327 Ａ Ｂ Ａ Ａ

6 － 2
豊かな学びと新しい生活様式の
ための支援員配置事業

教育庁 義務教育課 2021 － 57,844 Ａ Ｂ Ｂ Ａ

6 － 2
ＩＣＴを活用した秋田の教育力
向上事業

教育庁 義務教育課 2021 2025 33,950 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ

6 － 2 育英事業助成費 教育庁 総務課 1952 － 13,284 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

6 － 2 私立学校運営費補助金 教育庁 総務課 1969 － 806,977 Ａ Ｃ Ｃ Ｂ

6 － 2 私立学校就学支援事業 教育庁 総務課 2010 － 523,151 Ａ Ａ Ｂ Ａ

6 － 2 私立幼稚園運営費補助金 教育庁 幼保推進課 1969 － 282,540 Ａ Ａ Ｂ Ａ

6 － 2
学校・家庭・地域連携総合推進
事業

教育庁 生涯学習課 2010 － 37,981 Ａ Ｃ Ａ Ｂ

6 － 2 学校安全推進事業 教育庁 保健体育課 2014 2024 2,172 Ａ Ｂ Ｂ Ａ

6 － 3
ＡＫＩＴＡ英語コミュニケー
ション能力強化事業

教育庁 高校教育課 2018 2022 112,791 Ｂ Ｂ Ｂ Ｅ

6 － 4 不登校・いじめ問題等対策事業 教育庁 義務教育課 2001 － 75,373 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

6 － 4 体育連盟補助金 教育庁 保健体育課 1967 － 4,241 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ

6 － 4 運動部活動活力アップ支援事業 教育庁 保健体育課 2019 2024 7,880 Ａ Ｃ Ａ Ｂ

6 － 6 ミュージアム活性化事業 教育庁 生涯学習課 2019 2023 35,598 Ｂ Ｃ Ａ Ｂ

6 － 6 文化財保護助成事業 教育庁
生涯学習課文化
財保護室

1955 － 11,505 Ａ Ｃ Ａ Ｂ

6 － 6 埋蔵文化財分布発掘調査 教育庁
生涯学習課文化
財保護室

1974 － 283,476 Ａ Ｂ Ａ Ａ

6 － 6
横手市増田重要伝統的建造物群
保存地区整備等助成事業

教育庁
生涯学習課文化
財保護室

2014 2033 4,490 Ａ Ａ Ａ Ａ

6 － 6 重要文化財天徳寺保存修理事業 教育庁
生涯学習課文化
財保護室

2015 2023 34,200 Ｂ Ａ Ａ Ａ

令和４年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和３年度
事業費
(千円）
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要
性
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性
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性
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価

令和４年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和３年度
事業費
(千円）

6 － 6 世界遺産環境整備調査事業 教育庁
生涯学習課文化
財保護室

2021 2022 2,686 Ａ Ａ Ｂ Ｅ

※　中間評価の結果、Ｄ「休廃止」、Ｅ「終了」とした場合でも、翌年度以降、取組内容を見直した上で同じ事
業名称で継続実施する場合がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成30 令和04 05 12

0606020108 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

02 子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着少人数学習推進事業（高等学校）
子ども一人一人に目を配り、その多様性に応えるきめ細かな特色ある教育の推進01

教育委員会 高校教育課 管理班 5164 佐藤　進 佐藤　嘉彦

平成30 令和69

・一人一人に目が行き届くきめ細かな学習環境を整備し、生徒の学習意欲の向上及び学力等の伸長を・学力伸長に効果のある少人数学級を高等学校でも導入することで、中学校と接続した学習スタイル
目��指すとともに、生徒の選択の幅を確保し、進路実現を支援するために必要な人的配置を実施する��を維持する必要がある。��・令和４年度から本格実施となる次期学習指導要領では「主体的・対話
。的��で深い学びの実現に向けた授業改善」が掲げられており、一人一人に目が届くきめ細かな学習環

境を��整備する必要がある。��・生徒の科目選択の幅を確保し進路実現の支援を行う必要がある。
・ふるさと秋田元気創造プランで掲げられている専門高校の教育内容の充実を図るため、専門高校に
��おける現行の３５人学級により減ぜられている教職員の不足分を補う必要がある。 ● ○

県

県立高等学校生徒平成３１年度から次期学習指導要領の円滑な実施に向けた移行期間に入った。生徒個々に丁寧に目配
り��し、次期学習指導要領の掲げる理念に合致した授業を推進していくために、人員を配置する必要
があ��る。

対象高等学校に臨時講師又は非常勤講師を配置する。

○ ● ○■ □ R03 01

● ○ ○ （一次評価結果）��本事業はその特性上、指標による評価が困難であるが、高等学校長からのヒアリングの場で��は
、ほぼ全ての高等学校長が本事業による人員配置を強く希望している。生徒個々の学力向��上と志望の達成のみなら
ず、教職員の働き方改革の面でも、本事業は学校の教育活動の充実��に有効であると判断できる。

□ □ □ □
■ 校長等のヒアリング、学校評価等

学校訪問を実施し、配置した講師の授業を参観することで、事業の目的に合致した授業が実践されていることを確認
・一人一人の学習意欲を高め学力を向上させて欲しい。��・選択できる科目を広げて欲しい。��・専 す��る。��校長から講師の勤務状況及び実施状況等の聞き取りを実施する。

門高校においては、より高度な専門性を身に付けさせて欲しい。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

少人数学習推進事業（高等学校） 一人一人に目が届くきめ細やかな学習環境を確保し、生徒の学習意欲の向上・学力等の伸
01

長��を目指し、生徒の選択の幅を確保し、進路実現のために必要な人的配置を行う。      66,852      50,474      52,228      52,228      52,228      52,228        52,228

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

       52,228     66,852      50,474      52,228      52,228     52,228      52,228

                                                                               

                                                                               

                                                                               

     50,474      52,228     66,852      52,228      52,228      52,228        52,228



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

○ ●○
○○ ○○○

○ ○ ○学校事情がそれぞれ異なっていること、生徒個々の実態に応じた指導を行うものであるこ
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 と��により、共通の指標を適用させて一概に評価することは困難である。

●         0                       0         0          0         0                    0

         0                       0         0                    0         0         0

○ ●ａ／ｂ                                                 

○○ ○
令和03年度の効果 令和02年度の効果

令和03年度の決算額 令和02年度の決算額
●○○○

指標を設定していないため、比較することが出来ない。

○
○○

○ ○
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○         0          0                       0          0         0                    0

臨時講師・非常勤講師配置校を精査している。         0         0         0                                 0         0         0

ａ／ｂ                                                 

本事業はその特性上、高等学校長からのヒアリングの場では、ほぼ全ての高等学校長が本○
事��業による人員配置を強く希望している。生徒個々の学力向上と志望の達成のみならず○ ○○ ● 、教職��員の働き方改革の面でも、本事業は学校の教育活動の充実に有効であると判断で
きる。��全ての学校を共通の指標により評価することは困難であるが、臨時講師を配置し○
た学校にお��いては、国公立大学合格者数の増加が見られるなど、学力向上に効果がある

○ ことが本事業が対象とする県立高等学校の実情はそれぞれ異なっており、生徒個々の実態に応じた指導を行

○う��者でもあるため、画一化した指標を適用することは困難である。

校長等からのヒアリング、各学校が行う学校評価により、効果を把握することになる。
○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
入試による選抜を行っているとはいえ、入学する生徒の学力差は拡大傾向にある。各学力

○層��に応じたきめ細かい指導の実践が求められており、そのためには人員の配置が必要で
ある。 ○

●● ○ ○
生徒個々の進路に応じた指導を行うことは、保護者の希望するところである。また、地域
に��貢献し得る人材を育成するためにも、個々に応じた丁寧な指導が必要である。

○

○● ○
□ □ ■

○□

事業対象が県立高等学校であり、その教育活動の充実に積極的に関与するべきと考える。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

少人数学習推進事業（高等学校）06 0 2 0 1 0 8

 （様式４－１）

2
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2 A
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令和03
令和03

B



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 05 13

0606020101 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

02 子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着少人数学習推進事業（小学校）
子ども一人一人に目を配り、その多様性に応えるきめ細かな特色ある教育の推進01

教育委員会 義務教育課 管理班 5145 稲畑　航平 佐藤　誠子

平成13 令和99

　生活集団や学習集団の少人数化を図り、一人一人の児童に、より多くの教師がかかわることによっ　小学校への入学段階における学校生活の安定を図るとともに、基礎学力の定着・向上のための個に
て、きめ細かに個に応じた指導をすることができ、児童が充実した学校生活を送ることができるよう応じたきめ細かな指導が必要である。また、中学年は、高学年へ進むための基礎づくりが必要な学年
になる。また、教員が児童一人一人と向き合う時間が確保されることにより、落ち着いた学習環境ので、ギャングエイジへの対応（集団規律や規範意識の醸成のため配慮が必要）と教育条件の維持・向
中で質の高い教育が実現できるようになる。上のため、平成２３年度の３年生に引き続き、２４年度、４年生に拡充した。高学年においては、学

力の一層の定着・向上を図るとともに、学校生活の安定により問題行動の未然防止を図ることを目的
に、２７年度には５年生、２８年度には６年生に拡充した。 ● ○

県

公立小学校児童令和２年度に、少人数による指導体制の計画的な整備について義務標準法が改正され、学級編制を５
年かけて３５人に計画的に引き下げ、必要な教職員定数を措置することとなった。これに伴い令和４
年度以降、本事業に係る予算が縮減されていく見込みである。

小学校に臨時講師及び非常勤講師を配置する。

● ○ ○■ □ R03 12

● ○ ○ （二次評価結果）

■ □ □ □
■ 市町村等からの質問・要望

　引き続き、個に応じたきめ細かな指導により、児童が充実した学校生活を送ることができるよう継続していく。さ
　３０人程度の学級編制を行い、落ち着いた学習環境の中で、きめ細かな教育を行ってほしい。 らに、国の動向を注視しながら、本事業の効果の検証や今後の継続の在り方について検討する。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

少人数学習推進事業（小学校） 小学校に臨時講師及び非常勤講師を配置する。
01

     41,050      26,601      43,681                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  41,050      26,601                            43,681            

                                                                               

                                                                               

                                                                               

     26,601      43,681     41,050                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

必要配置者数の充足率

● ○○臨時講師及び非常勤講師の配置数／必要数
●○ ○●●

○ ● ○
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○         1                       1         1          1         1          0         0

         1                       1         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ   100%   100%     0%     0%     0%                   

○○ ○資料なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

定期人事異動
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○○● 0 5

全国学力調査における本県の正答率

●本県正答率／全国正答率

●○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○         1          1                       1          1         1          0         0

         0       1.1         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ           0%   110%     0%     0%     0%             

令和３年度全国学力調査における正答率の比較（全国67.5、県71.5)

令和３年度全国学力・学習状況調査 少人数学習は児童の落ち着いた学習環境を保障したり、発言の機会や自己表現の場を保障●
したりする点で有効である。また、ティーム・ティーチング等の少人数学習は個に応じた○ ○● 0 9 ○ 多様で柔軟な指導ができる点でも有効である。本県では少人数学級と少人数学習が両輪と
なり教育効果を高めている。全国学力・学習状況調査の結果が良好であり、不登校児童の○
出現率全国に比べて低い本県の現状は、本事業の実施による成果でもあることから、事業

○ の継続を多くの県民が望んであり、今後も改善しながら継続していく必要がある。

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

○
○

● ○ ○ ○

○

○

●● ○ ○

○

○● ○
□ □ ■

○□



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

少人数学習推進事業（小学校）06 0 2 0 1 0 1

 （様式４－１）

2

2

2

A6

2

2 A

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 05 13

0606020102 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

02 子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着少人数学習推進事業（中学校）
子ども一人一人に目を配り、その多様性に応えるきめ細かな特色ある教育の推進01

教育委員会 義務教育課 管理班 5145 稲畑　航平 佐藤　誠子

平成13 令和99

　生活集団や学習集団の少人数化を図り、一人一人の生徒に、より多くの教師がかかわることによっ　中学校への入学段階における学校生活の安定を図るとともに、２、３年生における学習意欲や学習
て、きめ細かに個に応じた指導をすることができ、生徒が充実した学校生活を送ることができるよう内容の定着状況の向上、不登校等の問題行動の未然防止を図る必要がある。そのため、基礎学力の定
にする。また、教員が一人一人の生徒に向き合う時間を確保し、落ち着いた学習環境の中で質の高い着・向上のための個に応じたきめ細かな指導が必要である。県議会において「３０人学級」について
教育ができるようにする。の意見書が採択され、生徒一人一人の個性を生かす多様な教育活動が一層求められている。平成２５

年度には対象を２年生まで拡充し、平成２６年度には３年生までに拡充した。

● ○

県

公立中学校生徒　令和２年度には、義務標準法が一部改正され、小学校で３５人学級が実現されることになったが、
中学校においては見送られた。令和３年度から中学校の新学習指導要領が全面実施となることに加え
、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた動きも急加速しており、ＩＣＴを活用した教育の推進が求め

中学校に臨時講師及び非常勤講師を配置する。られている。これらの状況に対応するためにも、少人数化によるきめ細かな指導が必要となっている
。

● ○ ○■ □ R03 12

● ○ ○ 　少人数学級は、生徒の落ち着いた学習指導を保障したり、発言の機会や自己表現の場を保障したりする点で有効で
ある。また、ティーム・ティーチング等の少人数学習は個に応じた多様で柔軟な指導ができる点でも有効である。本
県では少人数学級と少人数学習が両輪となって教育効果を高めている。全国学力・学習状況調査の結果が良好であり

■ □ □ □ 、不登校生徒の出現率も全国に比べ低い本県の現状は、本事業の実施による成果でもあることから、事業の継続を多
■ 市町村等からの質問・要望 くの県民が望んでおり、今後も継続していく必要がある。

　引き続き、個に応じたきめ細かな指導により、生徒が充実した学校生活を送ることができるよう継続していく。さ
　３０人程度の学級編制を行い、きめ細かな教育を行ってほしい。 らに、国の動向を注視しながら、本事業の効果の検証や今後の継続の在り方について検討する。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

少人数学習推進事業（中学校） 公立中学校に臨時講師及び非常勤講師を配置する。
01

    141,362     148,506     168,542                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                 141,362     148,506                           168,542            

                                                                               

                                                                               

                     339         380                               398            

    148,126     168,144    141,023                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

必要配置者数の充足率

● ○○臨時講師及び非常勤講師の配置数／必要数
●○ ○●●

○ ● ○
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○         1                       1         1          1         1          0         0

         1                       1         0          0         0         0         0

● ○ｂ／ａ   100%   100%     0%     0%     0%                   

○○ ●資料なし
0.95令和03年度の効果 令和02年度の効果

定期人事異動
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○○● 0 5

全国学力調査における本県の正答率

○本県正答率／全国正答率

●●

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ○ ○

○         1          1                       1          1         1          0         0

         0       1.1         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ           0%   110%     0%     0%     0%             

令和３年度全国学力調査における正答率の比較（全国61.0、県64.0)

令和３年度全国学力・学習状況調査 少人数学級は、生徒の落ち着いた学習指導を保障したり、発言の機会や自己表現の場を保●
障したりする点で有効である。また、ティーム・ティーチング等の少人数学習は個に応じ○ ○● 0 9 ○ た多様で柔軟な指導ができる点でも有効である。本県では少人数学級と少人数学習が両輪
となって教育効果を高めている。全国学力・学習状況調査の結果が良好であり、不登校生○
徒の出現率も全国に比べ低い本県の現状は、本事業の実施による成果でもあることから、

○ 事業の継続を多くの県民が望んでおり、今後も継続していく必要がある。

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○

○

○

●● ○ ○

○

○● ○
□ □ ■

○□

義務標準法により、公立義務教育諸学校の教職員定数は定められており、本事業で実施し
ている少人数学級や少人数指導に係る定数については、配置校や時数の実績を県でとりま
とめて国へ報告することが義務づけられている。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

少人数学習推進事業（中学校）06 0 2 0 1 0 2

 （様式４－１）

2

2

2

A6

2

2 A

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成22 令和04 05 13

0606020103 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

02 子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着学力向上推進事業
子ども一人一人に目を配り、その多様性に応えるきめ細かな特色ある教育の推進01

教育委員会 義務教育課 学力向上推進班 5144 稲畑　航平 佐藤　誠子

平成22 令和99

　県学習状況調査を行い、課題の分析から指導方法の改善につながるＰＤＣＡサイクルを構築し、基　本県の児童生徒の学力については、「全国学力・学習状況調査」において全国トップレベルの良好
礎学力の定着と向上を図る。また、学校訪問指導や優れた教科指導力を有する中核教員を活用した研な結果を得ているが、継続して基礎学力の定着と向上を図るための手立てが必要である。また、今後
修、学力向上支援Ｗｅｂを活用した情報配信を行い、教員全体の指導力の一層の向上を図る。さらに、ベテラン教員の大量退職期に備え、教科指導に優れた教員の指導技術等を共有し継承するための方
、本県の教育の現状を県内外に発信することを通して、成果と課題について多面的に分析し、本県教策が求められている。さらに、理数教科の学習意欲の向上と学習内容の定着を図るための取組の充実
育の質的向上を図る。や、本県教育の一層の発展のために本県の教育力を県内外に発信するための取組が求められている。

● ○

県、市町村教育委員会、小・中学校

県内小・中学校及び児童生徒　基礎学力の定着と向上を目指し、継続して取組を進める中で、特に、児童生徒の高い学力を支えて
きたベテラン教員の大量退職期を迎えると同時に、若手教員の採用が始まり、教員全体の教科指導力
の維持・向上を図っていく必要がある。また、新学習指導要領の実施による「主体的・対話的で深い

①各教科の小問ごとの目標通過率を設定した学習状況調査の実施��②教科指導力の一層の向上に資す学び」の実現や新型コロナウイルス感染症への対応としての観点から、子ども一人一人に応じた教育
る研修会や学校訪問の実施��③理数教科の学習意欲の向上、学習内容の定着に資する単元評価問題のの取組の充実が求められている。
配信や大学等との連携��④本県の教育力を発信する取組の充実��⑤児童生徒の個別学習に対する支援

● ○ ○■ □ R03 03

● ○ ○ （一次評価結果）��　指標とした県学習状況調査にかえる設定通過率の通過割合が目標をわずかに下回ったものの、
概ね目標値を達成したと捉えられる状況である。学力向上フォーラムのように新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、実施できなかった事業があったが、本県の学力向上の取組についての情報発信は、ある程度区切りを迎えたと判

□ □ ■ □ 断している。今後は、これまでの事業の成果を踏まえつつ、事業の在り方や進め方の見直しを図りながら、各学校に
□ おける学力向上の取組を支援していく必要がある。

　例年、全国学力・学習状況調査の結果分析と授業改善を支援するために作成している「学校改善支援プラン」を、
・学校訪問指導や学力向上支援Ｗｅｂによる情報配信は、授業改善に有効である。��・県学習状況調 主体的・対話的で深い学びの観点からの授業改善の実践事例集に変更して提供した。また、県学習状況調査も、出題

査の実施や集計・分析に利用できるシステムの配信は、学習内容の定着度の客観的な把握と課題の改 範囲や問題数の縮減、実施期日の弾力化等を図り、各学校における調査の実施を支援した。

善に向けた取組の充実に役立っている。��・理数教科の学習意欲を向上させる取組や本県の教育力を

発信する取組の充実へのニーズがある。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

学習状況調査事業 全県の小４～中２の児童生徒を対象に、３～５教科のペーパーテストと学習意欲等に関す
01

る質問紙による調査を行う。       2,398       2,420       2,800                                               

あきたの教育力充実事業 優れた提示授業を基にした研修会や学校訪問による授業改善に向けた指導、Ｗｅｂシステ02
ム活用による情報配信、理数才能育成プロジェクト、学力向上フォーラム等を行う。         870         851       1,280                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                   3,268       3,271                             4,080            

                                                                               

                                                                               

                                138         440                    440         440

      3,132       3,640      3,268        -440        -440                         



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

基礎学力向上のための指数

● ○●設定通過率に達した設問数÷全学年・全教科の設問数×１００
●○ ○●○

○ ● ○
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○        75            75        75        75         75        75          0        75

      74.9                    72.7         0          0         0         0         0

● ○ｂ／ａ  99.9%  96.9%     0%     0%     0%     0%             

○○ ●比較データなし
0.97令和03年度の効果 令和02年度の効果

県学習状況調査
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額 0.98 ○○○● 0 3

質問紙における特定の項目での好意度

●好意度＝（勉強が好きの割合＋勉強がよくわかる）／２

●○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ○ ○

○        60         60            60        60         60        60          0        60

      80.4        79         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ         134% 131.7%     0%     0%     0%     0%       

比較データなし

県学習状況調査 指標とした県学習状況調査にかえる設定通過率の通過割合が目標をわずかに下回ったもの●
の、概ね目標値を達成したと捉えられる状況である。学力向上支援Ｗｅｂを活用して、本○ ○● 0 3 ○ 調査の集計・分析結果等を情報発信していることも有益である。今後は、これまでの事業
の成果を踏まえつつ、事業の在り方や進め方の見直しを図りながら、各学校における学力○
向上の取組を支援していく必要がある。

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
県学習状況調査の実施は、県内の学習状況を把握する上で大変有益である。また、学校訪

○問指導や各種研修会の実施は、特に若手教員の指導力向上に大きく貢献する。

○

●● ○ ○
各学校において、県学習状況調査や学力向上支援Ｗｅｂを活用し、児童生徒の学力を客観
的に把握したり、授業改善への取組を工夫したりしており、学力向上支援Ｗｅｂはほぼ全
ての学校で活用されている。

○

○● ○
□ □ ■

○□

ベテラン教員の大量退職や若手教員の増加に関わっての児童生徒の学力の状況を客観的に
把握し、課題の改善に向けた取組を推進するために、県学習状況調査の実施は不可欠であ
る。また、学力向上支援Ｗｅｂでの学習資料等の提供や各種研修会は、小規模化する学校
への支援として重要である。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

学力向上推進事業06 0 2 0 1 0 3

 （様式４－１）

2

2

2

A6

2

2 A

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成17 令和04 05 13

0606020412 教育・人づくり戦略

02 確かな学力の育成学校事務センター支援事業
魅力的で良質な教育環境づくり04

教育委員会 義務教育課 調整企画・教員免許班 5141 稲畑　航平 佐藤　誠子

平成17 令和99

　近隣の小・中学校において、拠点校を定めて事務職員を集中配置する事務センター化により、事務　財政状況が厳しい中においても教育の質の低下を来すことのないよう、効率的な学校運営を行って
の効率化や事務職員のスキルアップを図る。いくため、事務の効率化や事務職員のスキルアップを図る必要がある。

● ○

　県

　市町村立小・中学校　事務センターを実施した箇所においては、事務処理の正確性・迅速性・平準化が図られている。
　今後の課題としては、学校統廃合が進む中で事務センターの解消も想定されることから、事務効率
の低下を招かないような体制維持が必要となってくる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　拠点校を定めて事務職員を集中配置することにより事務職員が不在となる学校に、非常勤職員を配　また、「学校事務の共同実施」についても、一層の拡充を図る必要がある。
置する。また、拠点校にも非常勤職員を配置し正規事務職員が指導することにより、非常勤職員の事
務処理能力を高める。

● ○ ○■ □ R03 10

○ ● ○ （二次評価結果）

□ □ ■ □
□

　事務の効率化や事務処理体制の強化が図られ、職員人件費コスト縮減にも一定の効果が認められることから、継続
　小・中学校事務の効率化や事務職員のスキルアップを図ってほしい。 して実施していく。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

学校事務センター支援事業 非常勤職員の配置
01

     55,604      42,327      27,564                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  55,604      42,327                            27,564            

                                                                               

                                                                               

                     136         111                                71            

     42,216      27,493     55,468                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

○ ●○
○○ ○○○

○ ● ●統廃合による学校数の減少により、学校事務センターの更なる減少が予想され、継続的な
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 数値目標を設定することが困難であることから、判定基準が適用できない。なお、事業の

実績報告書等から事務職員のスキルアップや事務処理の正確性・迅速性・標準化が図られ ○         0                       0         0          0         0          0         0
ていることが判断できることから、有効性が認められる。

         0                       0         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ                                                 

○○ ○
令和03年度の効果 令和02年度の効果

令和03年度の決算額 令和02年度の決算額
●○○○

費用対効果として比較することが困難である。

○
○○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○         0          0                       0          0         0          0         0

職員数の縮減が本事業の目的の一つであり、令和２年度は１２人分の人件費にかかるコス         0         0         0          0                      0         0         0
ト縮減が図られている。ｂ／ａ                                                 

行政コストの縮減と事務職員のスキルアップと事務の効率性、事務処理体制の強化が図ら●
れているものの、現在の実施地区での学校統廃合や学校事務職員に求められていることが○ ○○ ○ 変化してきていることから、令和４年度で終了し、義務標準法に基づく職員配置を行う。

○

○
統廃合による学校数の減少により、学校事務センターの更なる減少が予想され、継続的な数値目標を

○設定することが困難であるため。

行政コストの縮減効果については、正規事務職員の縮減に伴う給与費の縮減額から、事務の効率化等
○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○の効果については、各事務センターから提出される報告書等から把握する。

○
○

● ○ ○ ○
事務センター化の実施により、事務職員のスキルアップや事務処理の正確性・迅速性・標

○準化が図られているほか、行政コストの縮減にもつながっており、妥当と判断する。

○

●● ○ ○
地方財政が厳しさを増している現状において、行政コストを縮減しながら、小・中学校事
務の効率化や事務処理体制の強化を目指す本事業への住民ニーズは増大していると考える
。

○

○● ○
□ □ ■

○□

小・中学校の事務職員（県費負担教職員）の配置は、県の責任において実施することとさ
れている。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

学校事務センター支援事業06 0 2 0 4 1 2

 （様式４－１）

2

2

2

A6

B

2

2 A

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和03 令和04 05 13

0606020414 教育・人づくり戦略

02 確かな学力の育成豊かな学びと新しい生活様式のための支援員配置事業
魅力的で良質な教育環境づくり04

教育委員会 義務教育課 管理班 5145 稲畑　航平 佐藤　誠子

令和03 令和99

学習指導員及び学校サポーターを配置し、教員の負担軽減を図ることで、安全・安心な学習環境の整新しい生活様式に対応した安全・安心な学習環境の整備やＩＣＴを活用した授業の導入により生じて
備や教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備する。いる教員の負担軽減を図る必要があるため。

● ○

県

公立小・中学校教員新型コロナウイルス感染症の終息が見通せない状況であり、新しい生活様式に対応した安全・安心な
学習環境の整備が引き続き必要な状況である。

学習指導員（非常勤講師）及び学校サポーター（非常勤職員）の配置

● ○ ○■ □ 00

○ ● ○

■ □ □ □
□

事業実施報告書では、学校サポーター等の配置が教職員の負担軽減につながったという報告が多く見

られた。また、市町村、学校現場も継続配置を強く希望している。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

学習指導員配置事業 学習指導員の配置
01

                25,940      34,884                                               

学校の新しい生活様式を支えるサポーター配学校サポーターの配置02
置事業                 31,904      40,975                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                             57,844                            75,859            

                  23,821                                       15,621            

                                                                               

                                                                               

     42,223      52,038                                                         



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

教諭等の時間外在校等時間が月４５時間以下の割合

● ○●月４５時間以下の教諭等/全教諭等の人数　��％
○● ○○○

○ ● ●
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○        70            70         0        70         70        70          0        70

         0                      69         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ        98.6%     0%     0%     0%     0%             

○○ ○
令和03年度の効果 令和02年度の効果

時間外在校等時間調査
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○●○ 0 4

教諭等の勤務時間における前年度同期と比較した削減時間数

●分

●○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○         0         20            20        20         20        20          0        20

         0        27         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ               135%     0%     0%     0%     0%       

学校の教諭等の勤務の状況調査（文科省） 学習指導員及び学校サポーターを配置し、教員の負担軽減を図ることで、安全・安心な学●
習管交の整備や教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を継続する必● ○○ 0 4 ○ 要があり、新型コロナウイルス感染症の状況を注視しながら、国庫補助事業を活用し、配
置体制を継続していく。○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

○
○

● ○ ○ ○

○

○

●● ○ ○

○

○● ○
□ □ ■

○□

非常勤講師等の配置は県が行っているため。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

豊かな学びと新しい生活様式のための支援員配置事業06 0 2 0 4 1 4

 （様式４－１）

2

2

2

A6

1

1 B

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和03 令和04 05 13

0606020104 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

02 子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着ＩＣＴを活用した秋田の教育力向上事業
子ども一人一人に目を配り、その多様性に応えるきめ細かな特色ある教育の推進01

教育委員会 義務教育課 学力向上推進班 5144 稲畑　航平 佐藤　誠子

令和03 令和07

モデル事業によって得られた効果的なＩＣＴの活用方法や研究推進の方法等を、新規フォーラム「オＧＩＧＡスクール構想の加速化により、ＩＣＴを活用した学習活動の一層の充実が求められているこ
ンライン・ミーティング」や学校改善支援プランにより広く情報発信を行うことにより、県内各学校とから、ＩＣＴを活用した授業改善をねらいとする実践的な調査研究を行うことにより、効果的な学
のＩＣＴ活用の取組を支援する。また、これらの取組を通して児童生徒の課題解決能力を育てるとと習・指導方法の開発や校内研修等の取組を明らかにし、その成果を広く普及する必要がある。
もに、教員のＩＣＴ活用指導力及び児童生徒の課題解決能力を育てるとともに、教員のＩＣＴ活用指
導力及び児童生徒のＩＣＴ活用能力の向上を図る。

● ○

県、市町村

市町村立小・中学校これまで本県が進めてきた「秋田の探究型授業」の基本プロセスに、どのようにＩＣＴを活用してい
くことがより効果的なのかを検証する必要がある。

検証改善委員会の開催、市町村（市町村立小・中学校）に対する補助金の交付、ＩＣＴ教育推進プラ
ンナー及びＩＣＴ教育推進アドバイザーの委嘱、オンライン・ミーティングの開催、学校説明・公開
研究会における指導・助言

● ○ ○■ □ 00

● ○ ○

□ □ ■ □
□

�
文部科学省実施の「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（令和元年度）において、

ＩＣＴ環境の整備、教員のＩＣＴ活用指導力等が大きく全国平均値を下回っていることが明らかにな

った。こうした状況を受け、各市町村からはＧＩＧＡスクール構想を円滑かつ加速度的に実現するた

めのモデルや県の指針を示してほしい旨の要望が多く挙げられた。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

検証改善委員会実施事業 検証改善委員会の開催
01

                    90         159                                               

ＩＣＴを活用した授業改善支援事業 市町村立中学校への補助、ＩＣＴ教育推進プランナー及びアドバイザーの委嘱02
                33,255      28,386                                               

オンライン・ミーティング開催事業 オンライン・ミーティングの開催
03                                 605       1,393                                  

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                             33,950                            29,938            

                                                                               

                                                                               

                                                                               

     33,950      29,938                                                         



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

授業におけるＩＣＴの活用率（ほぼ毎日と回答した児童生徒の割合）

● ○●今年度の数値（小中の平均）／前年度の数値（小中の平均）×１００
○○ ●○○

○ ● ○
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

●        35          60.0         0        30         40        45          0        50

         0                     4.6         0          0         0         0         0

● ○ｂ／ａ        15.3%     0%     0%     0%     0%             

○○ ●9.3（全国値）
令和03年度の効果 令和02年度の効果

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○○● 0 7

教員のＩＣＴ活用指導力（大項目Ｃの「できる・ややできる」と回答の平均

●今年度の数値（小中の平均）／前年度の数値（小中の平均）×１００

●○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ○ ○

○        72         74          78.0        73         75        76          0        77

      72.3         0         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ       100.4%     0%     0%     0%     0%     0%       

71.8（全国値）

学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省） 授業におけるＩＣＴの活用率は、令和２年度調査において目標を下回る状況であったこと○
については、端末の整備が進んでいなかったことも要因の一つとして考えられる。教員の● ○○ 1 0 ● ＩＣＴ活用指導力は概ね目標を達成している。端末を文房具として普段使いすることや授
業での効果的な活用等について、学校訪問等の機会を捉えて指導していく。○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

○
○

● ○ ○ ○

○

○

○● ○ ○

●

○○ ●
□ □ □

○■



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

ＩＣＴを活用した秋田の教育力向上事業06 0 2 0 1 0 4

 （様式４－１）

2

2

1

B5

0

0 C

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

B



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 05 13

0606020404 教育・人づくり戦略

02 確かな学力の育成育英事業助成費
魅力的で良質な教育環境づくり04

教育委員会 教育庁総務課 総務・私学班 5111 元野　隆史 渡邉久美子

昭和27 令和99

　保護者の教育費に係る経済的負担を軽減することで大学等への進学率を向上させることにより、県　大学、短大等への進学率向上を図るため、大学、短大等への奨学金の貸与、育英寮の提供及び高等
人材の育成に寄与する。学校への就学機会を保障するための高校奨学金が求められており、これに対する助成が必要である。

○ ●

県

公益財団法人秋田県育英会　少子化による生徒数減や国の就学支援制度も祖説されたことにより奨学金の借入者数は減少傾向に
あるが、教育機会均等のため、経済的に困難な生徒等に支援する必要がある。

　大学・短大・専修学校（専門課程）進学者に対する奨学金（月額・入学一時金）貸与に要する経費
を助成する。

● ○ ○■ □ 00

● ○ ○ （一次評価結果）��修学を奨励する事業であり、県の人材育成に寄与するものであることから、継続して事業を実施
する必要がある。

□ □ ■ □
□

　経済状況が厳しい中、家計に占める教育費の割合が増加しており、高等学校及び大学・短大等にお

ける教育費の軽減を図るため、奨学金事業を充実してほしいという要望が高まっている。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

育英事業助成費 大学生、短大、専修学校（専門課程）生及び高校生等への奨学金貸与と学生寮、それに係
01

る事務局運営に要する経費      14,158      13,284      58,533      58,533      58,533      58,533              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  14,158      13,284      58,533      58,533     58,533      58,533

                                                                               

                                                                               

             文科省への返還金、県単事業（既に終了した事業）返還金       4,426       3,547       2,112       2,112      2,112       2,112

      9,737      56,421      9,731      56,421      56,421      56,421              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

奨学金貸与率(秋田県育英会）

● ○●実績人数／募集人数×１００
○● ○○○

○ ● ●
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○       100                     100       100        100       100        100       100

        92                      85         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ    92%    85%     0%     0%     0%     0%     0%       

○○ ○なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

実績報告書
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○●○ 0 4

令和３年度は使用しない大学等進学率

●大学等進学率

●○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○        55         55                      55         55        55         55        55

過去に貸付けた者からの償還金を、貸付金の財源として活用することで、県からの補助金        45        48         0          0                      0         0         0
額を削減している。ｂ／ａ        81.8%  87.3%     0%     0%     0%     0%     0%

東北６位（※令和２年度学校基本調査より）

秋田県高等学校卒業者の進路状況調査 就学を将来する事業であり、県の人材育成に寄与するものであることから、継続して事業●
を実施する必要がある。○ ○● 0 3 ○

○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
高校生、大学生等に奨学金を貸与しているほか、専修学校生にも奨学金を貸与しており、

○多様な学びに対応した事業を実施していることから妥当である。

○

○● ○ ○
入学一時金の貸与を実施することで、就学の機会増加につながっているほか、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により収入が安定しない保護者等からの相談が増加している。

●

○○ ●
□ □ □

○□

県民を公平に支援する必要があることから県の関与が必要。��高校奨学金事業については
、国への返還金もあることから、県が事業を把握する必要がある。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

育英事業助成費06 0 2 0 4 0 4

 （様式４－１）

2

2

1

B5

1

1 B

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 05 13

0606020405 教育・人づくり戦略

02 確かな学力の育成私立学校運営費補助金
魅力的で良質な教育環境づくり04

教育委員会 教育庁総務課 総務・私学班 5111 元野　隆史 藤田雄平

昭和44 令和99

　私立学校の経営安定化と生徒・保護者の経済的負担を軽減することで、私立学校教育の維持向上が　高等学校を設置する学校法人に対し補助することにより、私立学校における教育の維持向上と生徒
図られる。・保護者の経済的負担の軽減が図られ、私立学校教育の振興や本県の多様な教育の機会を確保するた

め。

○ ●

県

学校法人等　経済情勢の低迷及び少子化の影響等により本県の私立学校の生徒数は年々減少しており、私立学校
の経営を取り巻く環境はますます厳しくなってきている。

　私立学校の運営に要する経常的経費等の一部を補助する。

○ ● ○■ □ R04 01

● ○ ○ （一次評価結果）��　近年の経済状況の低迷及び少子化等の影響により、私立学校の経営安定化と生徒・保護者の経
済的負担軽減へのニーズは依然として高く、本県の多様な機会を確保し、私立学校が特色ある教育を実施するために
、今後も継続して本事業を実施する。

□ □ □ □
■ 私学団体の要望等により把握

・経常費一般補助の拡充。・特色ある私学教育を十分に実践できる助成費の拡充。・公私立学校間の

教��育費における保護者負担や公費支出の格差是正。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

一般補助 私立学校教育の振興を図るため、高等学校を設置する学校法人に対して、人件費を含む経
01

常的経費の一部として補助する。     778,644     767,791     827,563     827,563     827,563     827,563              

過疎地域私立高等学校特別補助 過疎地域に高等学校を設置している学校法人に対して、経常的経費の一部として補助する02
。      12,000      12,712      15,707      15,707      15,707      15,707              

あきた私学魅力アップ支援事業費補助 生徒一人ひとりの個性や自主性を高めるため、特色ある教育活動を行っている高等学校を
03              設置する学校法人に対して補助する。       2,777       1,571       3,000       3,000       3,000       3,000

日本私立学校振興・共済事業団補助 私立学校教職員の福利厚生を図るため、私立学校教職員の相互扶助事業を行っている日本
04 私立学校振興・共済事業団に対して、長期給付事業に要する経費の一部として補助する。       8,407                    8,463       8,237       8,407       8,407       8,407

私立学校教職員退職金積立補助 私立学校教職員の福利厚生を図るため、（一財）秋田県私立学校教職員退職金財団に対し05
             て、退職金給付事業に要する経費及び事務費の一部として補助する。      17,647      16,774      16,774      16,774     16,666      16,774

                                                                               

                 819,531     806,977     871,451     871,451    871,451     871,451

                 122,962     122,962     122,962    124,187     121,770     122,962

                                                                               

                                                                               

    685,207     748,489    695,344     748,489     748,489     748,489              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

公教育の一翼を担う私立学校数

● ○○補助対象学校法人数
○○ ●○●

○ ● ○特色ある教育活動を実施している私立高等学校における補助対象事業数は、当該私立高等
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 学校の個別事情や、社会情勢により変動する要素を含んでおり、令和３年度においては、

新型コロナウイルスの感染防止のため、実施事業を中止したものがあるため。 ●         5                       5         5          5         5          0         5

         5                       5         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ   100%   100%     0%     0%     0%     0%             

○○ ○なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

私立学校運営費補助金実績報告書等
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○○● 0 3

-特色ある教育活動を実施している私立高等学校

○補助対象事業数

○●

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ○ ●

●        15         15                      15         15        15          0        15

少子化等の影響により、私立学校の経営は厳しい状況が続いており、今後も継続した支援        11         7         0          0                      0         0         0
が��必要になるため。ｂ／ａ        73.3%  46.7%     0%     0%     0%     0%       

なし

私立学校運営費補助金実績報告書等  近年の経済状況の低迷及び少子化等の影響により、私立学校の経営安定化と生徒・保護○
者の経済的負担軽減へのニーズは依然として高く、本県の多様な機会を確保し、私立学校○ ○● 0 3 ● が特色ある教育を実施するために、今後も継続して本事業を実施する。

○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
私立学校の経営安定化と生徒・保護者の経済的負担軽減を目的としており、妥当である。

○

○

●● ○ ○
本県の私立学校の生徒数は減少傾向にあり、学校の経営安定化と保護者の経済的負担軽減
に対するニーズは依然として高く、妥当である。

○

○● ○
□ □ □

○□

私立学校振興助成法第９条に規定されているほか、私立高等学校の所轄庁は都道府県であ
り、市町村等による実施は不可能である。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

私立学校運営費補助金06 0 2 0 4 0 5

 （様式４－１）

2

2

2

A6

0

0 C

0

0 C

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

B



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成22 令和04 05 13

0606020406 教育・人づくり戦略

02 確かな学力の育成私立学校就学支援事業
魅力的で良質な教育環境づくり04

教育委員会 教育庁総務課 総務・私学班 5111 元野　隆史 渡邉久美子

平成22 令和99

　国の高等学校等就学支援金制度に加えて、県による授業料及び入学料の軽減事業並びに奨学のため　高校生のいる世帯の経済的負担を軽減するため、私立高等学校の生徒には国が就学支援金を支給し
の給付金事業を実施することで、経済的理由により私立高等学校への進学及び修学の継続が妨げられている。県は授業料及び入学料の軽減事業を実施する私立高等学校への補助事業並びに奨学のための
ないようになり、その結果、私立高等学校へ通学する生徒の学習する機会を保障することとなる。給付金事業を実施しているが、依然として、子育て世帯における経済的状況は厳しいものがあり、私

立高等学校への進学及び修学の継続を断念する場合が懸念されている。��　　　　　　　　　　　　
　経済的理由により私立高等学校への進学及び修学の継続が妨げられないよう、国の高等学校等就学
支援金制度に加えて、授業料及び入学料の軽減事業並びに奨学のための給付金制度を継続し、生徒の ● ○
学習の機会を保証する必要がある。

県及び国

私立高等学校の設置者並びに私立高等学校の生徒及び保護者　少子化に伴い生徒数が減少傾向にあることから、私立高等学校の経営を取り巻く環境は一層厳しく
なってきていることに加え、高校生のいる世帯における教育費負担の公私間格差が拡大していること
と、高校生のいる世帯において教育費の占める割合が依然として高くなっていることにより、経済的

　各私立高等学校に対して、高等学校等就学支援金による授業料の軽減に加え、県単独事業である授理由のため私立高等学校で修学を継続することが困難となっている生徒がいる。
業料及び入学料軽減事業並びに奨学のための給付金事業の積極的な活用を図るとともに、私立高等学
校に在籍する生徒に対して制度の周知を十分に行うよう要請する。

● ○ ○■ □ H30 12

● ○ ○ （一次評価結果）��国事業である就学支援金及び奨学給付金に加え、県独自事業である授業料及び入学料軽減補助を
実施することで、私立学校に通う生徒の保護者等の負担を軽減し、教育機会の均等を図る必要があることから、事業
を継続する。

□ □ □ □
■ 私学団体等からの要望

　高校生のいる世帯における教育費負担の公私間格差が拡大しているため、この格差是正が求められ

ている。また、国からも、就学支援金のみではなく、県独自に授業料等に対する補助事業を実施する

よう要請されている。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

私立高等学校就学支援金 国が生徒及びその保護者に支給する高等学校等就学支援金を代理受領する私立高等学校に
01

交付する。     448,367     453,593     542,869     542,869     542,869     542,869              

私立学校授業料軽減補助 生徒及びその保護者の授業料負担の軽減を図るため、私立高等学校が実施する授業料軽減02
事業に対して補助する。         390         449       6,054       6,054       6,054       6,054              

私立学校入学料軽減補助 生徒及びその保護者の入学料負担の軽減を図るため、私立高等学校が実施する入学料軽減
03              事業に対して補助する。      35,145      28,270      43,659      43,659      43,659      43,659

奨学のための給付金 私立高等学校に通学する生徒に係る授業料以外の負担軽減を図るため、教科書費、教材費
04 及び学用品費等に係る経費を生徒に給付する。      58,318                   40,189      40,839      58,318      58,318      58,318

                                                                               

                                                                               

                 524,091     523,151     650,900     650,900    650,900     650,900

高等学校等就学支援金交付金等                  612,021     612,021     612,021    471,153     467,205     612,021

                                                                               

                                                                               

     55,946      38,879     52,937      38,879      38,879      38,879              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

私立高校生の割合

● ○●私立高校生数／高校生数×１００（％）
●○ ○●○

○ ● ○
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○       8.8                     8.8       8.8        8.8       8.8        8.8       8.8

      10.8                    10.6         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ 122.7% 120.5%     0%     0%     0%     0%     0%       

○○ ○各都道府県により公私比率は異なる。
令和03年度の効果 令和02年度の効果

学校統計一覧
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○○● 0 5

令和３年度から使用しない私立高等学校数

●授業料軽減及び入学料軽減事業を実施する私立高等学校数

●○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○         5          5                       5          5         5          5         5

国の補助金（被災者支援、家計急変）を充当し、財源確保に努めている。         5         5         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ         100%   100%     0%     0%     0%     0%     0%

なし

私立高等学校就学支援事業補助金実績報告書 国事業である就学支援金及び奨学給付金に加え、県独自事業である授業料及び入学料軽減●
補助を実施することで、私立学校に通う生徒の保護者等の負担を軽減し、教育機会の均等○ ○● 0 3 ○ を図る必要があることから、事業を継続する。

○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
公立高等学校よりも学費が高額な私立高等学校に通う生徒の保護者等に対して、授業料等

○を補助することで、経済的負担の軽減を図り、教育の機会均等に資することから妥当であ
る。 ○

●● ○ ○
国が令和２年度から制度を拡充し、支給額の引き上げを行っていることから、教育費の負
担軽減は全国的にニーズが高まっていると認識している。

○

○● ○
■ □ □

○□

高等学校等就学支援金の支給に関する法律等により規定されている。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

私立学校就学支援事業06 0 2 0 4 0 6

 （様式４－１）

2

2

2

A6

2

2 A

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 04 26

0606020430 教育・人づくり戦略

02 確かな学力の育成私立幼稚園運営費補助金
魅力的で良質な教育環境づくり04

教育委員会 幼保推進課 調整・企画班 5127 熊谷　仁志 山崎友寛

昭和44 令和99

　私立幼稚園等の経営安定と保護者の経済的負担を軽減する。　本県では、幼稚園の９割以上（３０／３２）が私立であり、就学前の子どもの教育の充実のために
は、私立幼稚園等の振興と保護者の経済的負担の軽減を図る必要がある。

● ○

県

学校法人等私立幼稚園等の設置者　少子化の進展に伴い、園児数が減少傾向にあり、幼稚園等の経営を取り巻く環境はますます厳しく
なってきている。

　私立幼稚園等教育の振興及び保護者の経済的負担軽減を図るため、運営に要する経常的経費等の一
部を補助する。

● ○ ○■ □ R03 12

● ○ ○ （一次評価結果）��　私立幼稚園の園児の保護者ニーズが多様化する中、設置者の独自性を活かした教育が求められ
ており、その取組みを継続的に支援するためにも、現在の制度を維持する必要がある。

□ □ ■ □
■ 関連団体より知事へ直接要望がある。

　設置者の独自性を活かした教育を実現するためにも、教員の人材確保や教育の質の向上に対する取組をした設置者
　私立幼稚園の振興を図るための補助金額の増額、教員の質向上に係る補助の拡充、保護者の経済的 に��対し、現状の制度に上乗せして補助を実施した。

負担軽減、子育て支援の充実を図って欲しい。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

一般補助 私立幼稚園教育の振興を図るため、私立幼稚園を設置する学校法人等に対して、人件費を
01

含む経常的経費の一部を補助する。     143,201     118,515     126,696     126,696     126,696     126,696              

特別支援教育費補助 私立幼稚園等における障害児教育の充実を図るため、特別支援教育を行うに必要な人件費02
を含む経常的経費の一部を補助する。      72,287      78,534      92,904      92,904      92,904      92,904              

預かり保育推進事業費補助 通常の幼稚園の教育時間後、休日及び長期休業日に「預かり保育」を実施する私立幼稚園
03              に対し、保護者及び私立幼稚園の負担軽減を図るため、経常的経費の一部を補助する。      15,067      12,928      22,560      22,560      22,560      22,560

私立幼稚園教職員共済事業補助 私学振興を図るため、私立学校教職員の相互扶助事業等を行っている日本私立学校振興・
04 共済事業団の長期給付事業に要する経費の一部を補助する。      26,116                   22,722      23,817      26,116      26,116      26,116

私立幼稚園教職員退職金補助 私学振興を図るため、（財）秋田県私立学校教職員退職金財団が実施する退職金給付事業05
             に要する私立幼稚園の経費の一部を補助する。      46,852      52,594      52,594      52,594     48,746      52,594

                                                                               

                 300,129     282,540     320,870     320,870    320,870     320,870

文部科学省：私立高等学校等経常費助成費補助金                   76,718      76,718      76,718     63,966      62,143      76,718

                                                                               

                                                                               

    220,397     244,152    236,163     244,152     244,152     244,152              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

事業を実施している私立幼稚園等に対して補助した率

● ○○補助を希望する私立幼稚園等への補助率
●○ ○●●

○ ● ○
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○       100           100       100       100        100       100        100       100

       100                     100         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ   100%   100%     0%     0%     0%     0%     0%       

○○ ○なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

私立幼稚園運営費補助金（一般補助、預かり保育、特別支援）実績報告書
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○●○ 0 4

○
●○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○         0          0                       0          0         0          0         0

　上記のとおり、執行額は各施設の園児等の人数により左右されるためコスト縮減の効果         0         0         0          0                      0         0         0
発現は小さいが、各種書類等の精査を十分に行うなど、補助金の適正な執行に努めているｂ／ａ                                                 
。

　私立幼稚園の園児の保護者ニーズが多様化する中、設置者の独自性を生かした教育が求●
められており、その取組みを継続的に支援するためにも、現在の制度を維持する必要があ○ ○○ ○ る。

○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　子育て支援に対する様々な保護者ニーズが高まる中、同補助金は幼稚園等の運営の継続

○性や保護者負担軽減に大きな役割を果たしてい��る。

○

●● ○ ○
　少子化の進行や保護者の保育所志向等により、年々幼稚園等の経営は厳しくなっており
、県内の私立幼稚園・認定こども��園団体から、知事及び県議会長に対し、毎年補助拡大
・充実の要望が提出されている。

○

○● ○
□ □ ■

○□

　現在、私立幼稚園等を設置する法人の所轄は大半が知事であるほか、所在する市町村に
関わらず、県内の私立幼稚園等設置法��人に対して公平に事業が実施できるのは、広域自
治体たる県である。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

私立幼稚園運営費補助金06 0 2 0 4 3 0

 （様式４－１）

2

2

2

A6

2

2 A

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成22 令和04 05 02

0606020502 教育・人づくり戦略

02 確かな学力の育成学校・家庭・地域連携総合推進事業
学校・家庭・地域の連携・協働の推進05

教育委員会 生涯学習課 社会教育・読書推進班 5184 中田　善英 渡辺　智一

平成22 令和99

　県内全小・中学校区において、登校時から放課後までを一体的に捉えた教育支援体制を整備するこ　学校が抱える問題の複雑化・困難化や地域・家庭における教育力の低下など、子どもを取り巻く環
とにより、子どもたちの学びの充実や健全育成、地域の活性化等につなげ、「学校を核とした地域づ境は大きく変化してきており、未来を担う子どもたちを健やかに育むためには、学校・家庭・地域が
くり」や「地域とともにある学校づくり」を実現する。それぞれの役割と責任を自覚し、地域全体で子どもたちの教育に関わる体制をつくる必要がある。そ

のため、地域の実情に応じた学校・家庭・地域の連携・協働のための体制づくりを支援するなど、地
域の教育力の向上を図る取組を進めていくことが重要である。

● ○

市町村

小・中学生、保護者、教職員、地域住民・地域学校協働活動を全国的に推進するため、社会教育法が改正され、同活動に関する連携・協働体
制の整備や「地域学校協働活動推進員」に関する規定が整備された。��・新学習指導要領に明記され
た「社会に開かれた教育課程」を実現するため、地域と学校が連携・協働し、社会総掛かりで教育を

・全庁体制で連携しながら、市町村に事業の実施や内容の充実を働き掛ける。また、放課後子ども教行う体制構築が求められている。
室については、国の「新・放課後子ども総合プラン」に基づいて次世代・女性活躍支援課と連携し、
市町村に内容の充実を働き掛ける。��・全県規模の研修会等を開催し、指導者・支援者の人材養成を
行う。

○ ● ○■ ■ R03 02

● ○ ○ （一次評価結果）��・地域学校協働本部の設置により、地域と学校が連携・協働し、地域全体で子どもたちの成長を
支える多様な活動が��展開され、児童生徒の体験活動の増加や充実した学びに係る成果が見られる。　・事業に参画
する地域住民の生きが��いづくりや地域の活性化にもつながっている。　・年度当初計画していた協議会や研修会が

■ ■ ■ □ 中止となり、統括コーデ��ィネーターの配置を市町村に働き掛ける機会が減少した。　・全県で開催する研修会や市
■ 学校・家庭・地域連携総合推進事業運営協議会 町村教育委員会訪問等の機��会を捉え、地域住民が統括コーディネーターとなることの重要性を市町村に説明し、配

・地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支える地域学校協働本部の設置拡大、協
  小・中学校教職員や地域住民、児童生徒、関係団体等が、地域学校協働活動の必要性や効果を実感 働活動を始めとする地域学校協働活動の推進を図るため、市町村に事業の実施や内容の充実を働き掛けるとともに、

しており、事業の継続実施を要望する声が高い。 コロナ禍に対応したオンラインによる研修会を実施した。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

学校・家庭・地域連携総合推進事業 　地域の実情に応じた学校・家庭・地域の連携・協働体制の整備のため「地域学校協働活
01

��動」「放課後子ども教室」「あきたわくわく未来ゼミ」等の取組を推進する。      44,312      37,981      54,433      54,433      54,433      54,433              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  44,312      37,981      54,433      54,433     54,433      54,433

                  26,704      26,704      26,704     21,672      18,849      26,704

                                                                               

                                                                               

     19,132      27,729     22,640      27,729      27,729      27,729              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

参画率

● ○○公立小・中学校における学校運営協議会の構成員として、地域コーディネータ
○○ ●○ー��（地域学校協働活動推進員を含む）が参画している割合 ●

○ ● ○　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、年度当初に計画していた協議会や研修会
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 が中止となり、統括コーディネーターの配置を市町村に働き掛ける機会が減少したことや

、配置を計画していた市町村も具体の協議の機会が失われたことで配置が進まなかった。 ●        64                      50        57          0         0          0         0

        51                      57         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ   102%   100%     0%                               

○○ ○調査未実施
令和03年度の効果 令和02年度の効果

事業実施計画書
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

●○○● 0 9

　統括コーディネーターの配置は、事業経費の規模に左右させる数値ではないため。配置率

○事業実施市町村における、地域住民等による統括コーディネーターの配置率

○●

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○        75          0         100.0       100          0         0          0         0

　各市町村で取り組んでいる「協働活動」「放課後子ども教室」「家庭教育支援」「あき        24        36         0          0                      0         0         0
たわくわく未来ゼミ」等の地域学校協働活動を一体的に進めていくことと併せて、事業にｂ／ａ          32%    36%                               
係る経費を実績検査で精査することにより、事業経費の適切な執行を見込んでいる。

調査未実施

事業実施計画書 　・地域学校協働本部の設置により、地域と学校が連携・協働し、地域全体で子どもたち○
の成長を支えられる多様な活動が展開され、児童生徒の体験活動の増加や充実した学びに○ ○● 0 9 ● 係る成果が見られる。また、本事業に参画することが、地域住民の生きがいづくりや地域
の活性化にもつながっている。　・コロナ禍に対応したオンライン研修会等を実施し、地○
域住民が統括コーディネーターとなることの重要性を市町村に説明し、配置を働き掛けて

○ いく。

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　平成29年度３月に社会教育法が改正され、地域学校協働活動を推進する教育委員会が地

○域と学校との連携・協働体制を整備することが定められた。また、地域学校協働活動に関
して、地域住民と学校との情報共有や助言等を行う「地域学校協働活動推進員」の委嘱に ○
ついての規程が整備された。

●● ○ ○
　地域住民による一方的な「支援」から、学校との「連携・協働」という双方向の関係に
変容してきている。「当事者」として自分たちの学校や地域を創り上げようとする地域住
民が増えてきており、活動に参画することが地域住民の生きがいづくりや自己実現にもつ

○ながっているという声も聞かれる。

○● ○
□ □ □

○□

　全県規模の人材交流事業や、事業関係者の資質向上を図る人材養成事業をとおした市町
村支援、文部科学省との連携・協議の必要性等から、県の関与は不可欠である。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

学校・家庭・地域連携総合推進事業06 0 2 0 5 0 2

 （様式４－１）

2

2

2

A6

0

0 C

2

2 A

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

B



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成26 令和04 05 13

0606020501 教育・人づくり戦略

02 確かな学力の育成学校安全推進事業
学校・家庭・地域の連携・協働の推進05

教育委員会 保健体育課 防災教育・安全班 5204 寺田　潤 岩井　潤

平成26 令和06

　学校安全を総括的に捉え、計画等に立案するための中心となる職員を養成し、各学校における災害　学校管理下における事件・事故災害等による幼児児童生徒の負傷や傷害等の発生は後を絶たない。
安全教育、交通安全教育、生活安全教育が組織的かつ系統的・体系的で、より実践的に実施できる体そのような状況下で、学校安全体制の整備や安全教育など学校安全の果たす役割は、ますます重要性
制を構築する。を高めている。そこで学校安全の３領域（災害安全、交通安全、生活安全）を総括的に捉えた事業を

展開する。

○ ●

県

全校種　今まで以上に学校安全の３領域（災害安全、交通安全、生活安全）について、偏りのない取組を全
庁体制で推進していく必要がある。そのためには、地域の事情に応じてバランスよく学校安全の３領
域に取り組む事などを、地域や専門機関との連携を密にしながら検討を重ねていく必要がある。学校

　全校種を対象とした「学校安全管理指導者研修会」や「生活・交通・災害」安全の研修会を開催しが地域と連携した防災訓練等（地域学校安全委員会も含む。）を実施するには、市町村教育委員会や
、各学校における学校安全体制の整備と学校安全教育を進める上での中核となる職員を養成する。ま市町村防災部局との連携を密にする必要があり、学校と行政機関とをコーディネートする役割が必要
た各種事業を展開し、幼児児童生徒の危険予測・危険回避能力を高め、いかなる状況下でも自らの命である。
を守り抜く力を培う。

● ○ ○■ □ 08

○ ● ○ （一次評価結果）��学校安全体制の整備や安全教育など、学校安全の果たす役割はますます重要性を高め、ニーズも
高い。従って、今まで以上に学校安全の３領域（災害安全・交通安全・生活安全）について偏りのない取組を展開す
る必要がある。

□ ■ □ □
□

　幼児児童生徒の安全・安心を確保するため、的確な学校安全計画、危険等発生時対処要領を作成す

るとともに、実践的な学校安全教育を進める。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

学校安全関連事業 各学校が安全の三領域をバランスよく取り組み、それぞれの取組への理解を深めるよう、
01

実践的な学校安全教育の推進を図る。         575         404       1,108       1,108       1,108                         

交通安全関連事業 通学路における児童の交通安全確保と指導者の知識・技能の向上を図る。02
        622         918       2,028       2,028       2,028                         

生活安全関連事業 学校や登下校の犯罪被害や事故から児童生徒等を守るなど生活安全体制整備を推進する。
03                      432         444         598         598         598            

災害安全関連事業 学校・家庭・地域が連携協働して行う学校安全に係る諸活動を支援する。
04       1,388                      363         406       1,388       1,388            

                                                                               

                                                                               

                   1,992       2,172       5,122                  5,122       5,122

文部科学省委託事業                    4,437       4,437       4,437      1,631       1,773            

                                                                               

                                                                               

        399         685        361         685         685                         



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

地域を巻き込んだ避難訓練等の実施

● ○●避難訓練等を実施した学校数／学校数×１００
○● ○○○

○ ● ●
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○         0                      58        60          0         0          0         0

      47.3                       0         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ  81.6%     0%                                     

○○ ○なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

学校安全調査
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○○● 1 2

　不可家庭や地域の関係機関・団体を交えた会議等を開催する学校の割合

●会議を開催する学校数／学校数×１００

●○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○        99          0           100       100          0         0          0         0

　国の委託事業等を積極的に活用し、財源の確保に努めている。      91.1         0         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ          92%     0%                               

なし

学校安全調査 　学校安全体制の整備や安全教育など、学校安全の果たす役割はますます重要性を高め、●
ニーズも高い。従って、今まで以上に学校安全の３領域（災害安全・交通安全・生活安全● ○○ 1 0 ○ ）についても偏りのない取組を展開する必要がある。

○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　幼児・児童生徒を取り巻く社会的な情勢は年々変化しており、学校安全の果たす役割は

○ますます重要となっているため、学校安全の３領域（災害・交通・生活）について、偏り
のない取組を推進していく必要がある。 ○

●● ○ ○
　幼児・児童生徒が安全で安心に学習活動等に励む環境を整備することは、公教育の実施
において大前提であり、常にニーズは高い状況である。

○

○● ○
■ ■ □

○□

　全ての学校において、質の高い学校安全の取組を推進するためには、各種学校への安全
教育と安全管理の充実及び効果的な組織活動、学校安全担当者への研修等の支援など、国
の施策に則り、学校訪問や研修会の開催を県が総括的に実施する必要がある。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

学校安全推進事業06 0 2 0 5 0 1

 （様式４－１）

2

2

2

A6

1

1 B

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成30 令和04 05 13

0606030101 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

03 世界で活躍できるグローバル人材の育成ＡＫＩＴＡ英語コミュニケーション能力強化事業
「英語力日本一」に向けた実践的な英語教育の推進01

教育委員会 高校教育課 英語教育推進班 5168 佐藤　進 草階　健樹

平成30 令和04

　小・中・高等学校の連携により、児童生徒の英語コミュニケーション能力の強化を目指す。また、　平成２５年度から実施してきた「あきた発！英語教育コミュニケーション能力育成事業」の成果と
児��童生徒の英語力を強化するため、指導改善の取組を実施し、英語担当教員のより一層の授業力向課��題を踏まえ、国際感覚や世界的視野を身に付け、グローバル社会で活躍できる能力の育成を目指
上を図��る。すた��め、外部専門機関等との連携を図り、４つの事業による小・中・高一貫した英語教育システム

を構築��し、児童生徒の英語コミュニケーション能力の強化を更に確かなものとするために、本事業
を立案す��る。

● ○

県

児童・生徒　新しい学習指導要領が、小・中学校においては、それぞれ令和２年度、３年度から全面実施、高等
学��校においては令和４年度から年次進行で実施される。小学校中学年で外国語活動、高学年で教科
として��の外国語科が、また、中学校で原則として英語で行う授業が実施されるほか、高等学校では

「授業改善プロジェクト事業」「教員研修プロジェクト事業」「異文化体験プロジェクト事業」の実内容の高度��化や科目再編が実施される。本県では、求められる英語力（中学校３年生で英検３級相
施当以上）をもつ��生徒の割合が５３．１％と初めて５０％を上回ったが、県の目標値には到達してい

ない。引き続き英語��教育の高度化及び社会のグローバルに対応していく必要がある。

● ○ ○■ □ H29 02

● ○ ○ （一次評価結果）指標Ⅰにおける生徒の英語力の状況について、本県中学校３年生の３級相当以上の英語力を有する
生��徒の割合は５３．１％で初めて５０％を上回った。高校３年生の準２級相当以上の英語力を有する生徒の割合は
５３．��７％で、平成３０年、令和元年度に続き５０％を上回った。また、指標Ⅱにおける拠点校・協力校における

□ ■ □ □ 英語で授業��を行っている英語担当教員の割合は７９．３％で目標値を上回っており、成果が見られる。今後も授業
□ 改善及び教員研��修を進めるとともに、児童生徒の英語学習に対する動機付けを

　本事業のアクションプランを基に、イングリッシュキャンプ・クラウドファンディング等により英語学習への動機
　グローバル社会を生き抜く人材を育成する上で、中・高校生への外部試験の実施は生徒の学習意欲 付��けを図り、グローバル社会で必要とされる英語によるコミュニケーション能力を身に付けた児童生徒を育成する

及��び英語力の向上に資するものであるが、県の目標値には達していない。令和３年度は、児童生徒 ととも��に、学校訪問指導や教員研修等を通して英語担当教員のより一層の指導力向上を図った。

を対象��としたイングリッシュキャンプは中止したが、一部オンラインで実施したり、即興型英語デ

ィベート大��会及びe-Debete交流会をオンラインで開催したりするなど、英語に触れる機会を提供し

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

授業改善プロジェクト事業 小・中・高を通じて一貫した学習到達目標を設定し、４技能を総合的かつバランス良く育
01

成��できるよう授業改善を推進していく。     103,312      94,489     123,621     123,621     123,621     123,621       123,621

教員研修プロジェクト事業 教員の英語力及び指導力向上のため、外部専門機関等との連携により、英語担当教員の授02
業��力向上を図る。          87          57         202         202         202         202           202

異文化体験プロジェクト事業 国際感覚や世界的視野を身につけ、英語による発信力を強化するために、イングリッシュ
03         8,393キ��ャンプ、海外研修、留学支援事業を実施する。         162       3,770       8,393       8,393       8,393       8,393

グローバルリーダー育成プロジェクト事業 スーパーグローバルハイスクール事業の指定期間終了後の成果普及
05                                 240         390       1,342                       

                                                                               

                                                                               

      132,216    103,801      98,706     132,216     132,216    133,558     132,216

                   1,200                                        2,246            

                                                                               

        1,432        257         216                               289            

     96,244     132,069    103,545     132,216     132,216     132,216       130,784



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

英語教育実施状況調査

○ ●●英検３級相当以上（中学校３年生）・準２級相当以上（高校３年生）の英語力
○○ ○○を��有する生徒の割合 ○

○ ● ●代替事業実施のため
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○        62          62.0        57        62          0         0          0         0

         0                      54         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ     0%  87.1%     0%                               

○○ ○不明（令和４年６月頃公表予定）
令和03年度の効果 令和02年度の効果

「英語教育実施状況調査」中止
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○●○ 0 4

代替事業実施のため英語で授業を行う教員の数（拠点校・協力校）

●英語で授業を行っている英語担当教員（拠点校・協力校）÷英語担当教員数（

●○拠��点校・協力校）×１００

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○        70         70            70        70          0         0          0         0

県内中学校３年生を対象とした、実用英語技能検定より安価な英検ＩＢＡ（生徒の英語力         0      79.3         0          0                      0         0         0
を��測る外部試験）を導入している。ｂ／ａ           0% 113.3%     0%                         

集計データなし

英語教育実施状況調査 英語教育実施状況調査では、英検３級相当以上の英語力を有する中学３年生の割合は５３○
．��１％（令和元年度比＋１４．０％）と大きく改善された。また同調査による英検準２○ ○● 0 3 ○ 級相当��以上の英語力を有する高校３年生の割合は５３．７％（令和元年度比＋０．１％
）で、平成��３０年度、令和元年度に続き、文部科学省が求める５０％を上回った。今後○
、当該事業を通��して、授業改善及び教員研修を進めるとともに、児童生徒の英語学習に

○ 対する意欲を喚起��し、英語力向上に努める。

●

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

○ ● ○ ○
新学習指導要領の実施に向けて、学校における英語教育の改善を図る必要がある。

○

○

○○ ● ○
令和３年度イングリッシュキャンプの代替事業として、①ファンライティング、②出張！
��イングリッシュキャンプを実施した。①は、ＡＬＴ等と英語による手紙のやり取りで、
受��付総数３７７人で、英語コミュニケーションへの関心が高い。②は感染拡大防止の観

●点か��ら学校単位で実施し、複数のＡＬＴを高校に派遣し、異文化理解や国際交流活動を

○● ○
□ □ ■

○□

県内のほぼ全ての公立学校及び私立高等学校を対象とする事業を実施しているため。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

ＡＫＩＴＡ英語コミュニケーション能力強化事業06 0 3 0 1 0 1

 （様式４－１）

1

1

2

B4

B

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

E



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 05 13

0606040106 教育・人づくり戦略

04 豊かな心と健やかな体の育成不登校・いじめ問題等対策事業
規範意識と自他を尊重する心を育む教育の推進01

教育委員会 義務教育課 指導班 5147 稲畑　航平 佐藤　誠子

平成13 令和99

　児童生徒等へのカウンセリングを行ったり、関係機関との連携を強化したりすることにより、児童　暴力行為、いじめなどの問題行動や不登校等の未然防止や早期発見、早期解決のためには、児童生
生��徒の不安や悩み等を解消し、その結果、暴力行為、いじめなどの問題行動や不登校等が減少し、徒��や保護者等への教育相談等の充実を図ることが必要である。
児童生��徒が楽しい学校生活を送ることができるようにする。

● ○

県

公立小・中・高等学校の児童生徒等　児童生徒を取り巻く環境が複雑化・多様化し、暴力行為、いじめなどの問題行動や不登校等は、憂
慮��すべき状況にある。中には、児童虐待や発達障害等が疑われる事案も増加していることから、学
校だけ��では十分な対応が困難な状況である。

　専門的な知識・経験を有する臨床心理士等をスクールカウンセラーとして公立小・中・高等学校に
派��遣し、児童生徒・保護者へのカウンセリングや、教職員に対するコンサルテーションなどを行う
。ま��た、スクールソーシャルワーカーを教育事務所等に配置し、関係機関との連携を強化して問題
行動等の��解消を図る。

● ○ ○■ □ R04 03

● ○ ○ （一次評価結果）��　スクールカウンセラーの活用については、学校や保護者のニーズが増加傾向にある。県内の公
立中学校や教育事務所��等に配置するなどし、積極的な活用を図っていく。スクールソーシャルワーカーについては
、豊かな経験を持ち、学校��現場を熟知している校長ＯＢと福祉に関する高度な知識と技術を持つ有資格者をペア配

□ ■ □ □ 置することで、様々な問題やケ��ースの改善に対応できるよう取り組んでいく。
■ 各種相談事業の報告書（SC、SSW等）

　配置校等の効果的な活用を促すため、連絡協議会等で、これまでの成果と課題を明確にするとともに実践発表等を
　保護者から、不登校などの対応に当たって、心理の専門家等を子どもの身近に配置してほしいとす 実��施し、効果的な活用について普及したり、配置校担当者とスクールカウンセラーの協議の場を設けたりしている

る��声が強い。毎年度末の相談業務報告書によると、特にスクールソーシャルワーカーへの相談回数 。ま��た、各学校の実態や市町村教育委員会の要望等に応じた弾力的な配置ができるよう配置形態の改善を図る。

は平成��３０年度から増加の一途を辿っていることから、市町村や学校は事業の継続実施を望んでい

る。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

中学校スクールカウンセラー配置事業 スクールカウンセラーの配置、連絡協議会の開催
01

     45,429      44,750      46,894      46,894      46,894      46,894              

広域カウンセラー配置事業 教育事務所等に「広域カウンセラー」を配置し、カウンセラー未配置校のカウンセリ��ン02
グや突発的な事故に対応する       5,218       6,080       7,536       7,536       7,536       7,536              

高等学校スクールカウンセラー配置事業 スクールカウンセラーを高等学校に配置
03                    6,034       7,266       8,590       8,590       8,590       8,590

スクールソーシャルワーカー活用事業 スクールソーシャルワーカーを教育事務所等に配置し、関係機関と連携しながら問題��の
05 解決に当たる      20,669                   16,619      16,320      20,669      20,669      20,669

すこやか電話相談事業 教育事務所等にフリーダイヤル「すこやか電話」を設置06
                     460         367         367         367        388         367

ＳＮＳ相談事業 夏休み明け１か月を対象としたＳＮＳによる相談の実施07                      260                   260         260        568         260

                  73,761      75,373      84,316      84,316     84,316      84,316

教育支援体制整備事業費補助金                   23,710      23,710      23,710     23,124      23,029      23,710

                                                                               

                                                                               

     52,344      60,606     50,637      60,606      60,606      60,606              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

小中学生の不登校児童生徒数

○ ●●不登校児童生徒数／全児童生徒数×１０００（千人当たり、国公私立）
○○ ○○○

● ○ ●不登校児童生徒数は今後も全国的に増加が見込まれる中、全国平均と比較して秋田県の数
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 値��は低い水準を引き続き維持できる見込みであり、本事業がその一端を担っているもの

と捉え��ている。 ○        13                     9.1       9.1         13        13          0         0

        17                       0         0          0         0         0         0

○ ●ａ／ｂ  53.5% 999.9% 999.9% 999.9% 999.9%                   

○○ ○20.5(Ｒ２全国値）
令和02年度の効果 令和03年度の決算額

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（文部科学省）
令和03年度の効果 令和02年度の決算額

○○●○ 1 0

高校生の不登校生徒数

●不登校生徒数／全生徒数×１０００（千人当たり、国公私立）

●○

● ○
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○      10.9       10.9                    10.9       10.9      10.9          0         0

スクールカウンセラー等の配置にあたっては、可能な限り居住地近隣の学校に配置するな      12.3         0         0          0                      0         0         0
��ど、旅費等の見直しを行い、コスト縮減に取り組んでいる。ａ／ｂ        88.6% 999.9% 999.9% 999.9% 999.9%             

13.9（Ｒ２全国値）

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（文部科学省） スクールカウンセラーの配置は、学校や保護者のニーズが増加傾向にある。県内の公立中●
学��校や教育事務所等に配置するなどし、積極的な活用を図っていく。スクールソーシャ● ○○ 1 0 ○ ルワー��カーについては、豊かな経験を持ち、学校現場を熟知している校長ＯＢと福祉に
関する高度��な知識と技術を持つ有資格者をペア配置するとともに、令和4年度からは２○
名増員し、様々な��問題やケースの改善に対応できるよう取り組んでいく。

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
児童生徒を取り巻く環境が複雑化・多様化している。このため、学校等にスクールカウン

○セ��ラー等を配置し、児童生徒の不安や悩みの解消を図り、問題行動等の防止が喫緊の課
題であ��る。 ○

○● ○ ○
児童生徒の問題行動等は依然として憂慮すべき状況であり、学校や家庭だけで対応するこ
と��が困難な状況が見られる。このため、心理の専門家や関係機関と連携した対応を望む
保護者��が増加している。

●

○○ ●
□ □ □

○■

県が事業を行うことで、県内の不登校やいじめ等の問題行動を把握し、市町村に対し適切
な��指導助言が可能となる。また、県が事業主体となることで、国庫補助事業（補助率１
／３）��の活用が可能となる。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

不登校・いじめ問題等対策事業06 0 4 0 1 0 6

 （様式４－１）

2

2

1

B5

B

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 05 13

0606040302 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

04 豊かな人間性と健やかな体の育成体育連盟補助金
生涯にわたってたくましく生きるための健やかな体の育成03

教育委員会 保健体育課 学校体育・部活動班 5202 寺田　潤 野中　仁史

昭和42 令和69

　県内各中学校及び高等学校の運動部で活動している生徒が、運動やスポーツを通して、健康の保持　生徒の体力の低下や運動習慣の二極化傾向に加え、少子化による生徒数の減少に伴い、生徒のニー
増進や体力の向上を図るとともに、互いに協力し合い親交を深めるなど、好ましい人間関係を築いてズに応じた運動部活動を実施できないなど、運動部活動の運営が困難な状況にある。このような課題
いくことに資する。また日頃の成果の発表の場である中体連及び高体連の各種大会運営費等を助成すに対して、中学・高校生期にスポーツを通じて心身ともに健全な生徒の育成を図ることは重要であり
ることで、生徒や保護者の経済的な負担を軽減し、競技に専念できる環境を整備する。、スポーツ環境の整備を通して広くスポーツ実践の機会を保証することが必要であることから、秋田

県中学校体育連盟及び秋田県高等学校体育連盟へ助成する。

○ ●

県

秋田県中学校体育連盟、秋田県高等学校体育連盟　少子化に伴う生徒や顧問数、部活動数の減少、さらには大会会場となる市町村の体育施設使用料等
の増額により、中学校及び高等学校、両体育連盟とも大会運営が厳しい状況が続いている。

　秋田県中学校体育連盟に対して補助を行う。(秋田県中学校総合体育大会運営費補助、東北中学校
体育大会運営費補助)��　秋田県高等学校体育連盟に対して補助を行う。（秋田県高等学校総合体育
大会運営費補助、東北高等学校選手権大会運営費補助、秋田県高等学校総合体育大会「駅伝競走大会
」運営費補助）

● ○ ○■ □ H29 04

○ ● ○ （一次評価結果）��　秋田県中学校体育連盟及び秋田県高等学校体育連盟への財政的支援を通じて、中学生及び高
校生のスポーツ環境の充実並びにスポーツ活動の普及・育成、さらには競技力の向上を引き��続き推進していく。

□ ■ □ □
□

　ここ数年生徒数の減少により運動部活動数は減少しており、全国大会等への入賞数も減少傾向にある。今後も県中
　県中体連代議員・理事会及び県高体連財務委員会では、今後の連盟の運営について、少子化による 学校体育連盟、県高等学校体育連盟、県スポーツ協会等と連携を図り、競技力の向上を支援するとともに、心身とも

収入減を受け、引き続き負担金の増額を含めた検討が行われている。主催者として、運動部活動の奨 に健康な生徒の育成及び運動部活動の活性化を図りながら引き続き事業を推進する。

励と一層の活性化、さらには保護者の経済的な負担軽減の観点から、補助金を通して引き続き支援す

ることが必要である。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

秋田県中学校体育連盟補助金 　秋田県中学校総合体育大会開催費補助、東北中学校体育大会（秋田県会場）開催費補助
01

        740       1,522       1,422       1,422       1,422       1,422              

秋田県高等学校体育連盟補助金 　秋田県高等学校総合体育大会開催費補助、東北高等学校体育大会（秋田県会場）開催費02
補助、秋田県高等学校総合体育大会「駅伝競走大会」運営補助         880       2,719       4,569       4,569       4,569       4,569              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                   1,620       4,241       5,991       5,991      5,991       5,991

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      4,241       5,991      1,620       5,991       5,991       5,991              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

運動部活動の加入率

○ ●●運動部所属者数÷県内の中学生数×１００
○○ ○○○

○ ● ○　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、大会が行われなかったり、調査を行わなか
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ったため適用は不可であるが、大会等が行われていれば、一定程度の実績は見込めたため

、有効性はあると判断する。 ●        75            75        75        75         70         0          0         0

         0                      63         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ     0%    84%     0%     0%                         

○○ ○なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

秋田県の学校体育・健康教育資料集
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

○○○● 0 2

不可全国中学校体育大会参加者数

○全国中学校体育大会参加者数

●●

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○       350        200           350       200        200         0          0         0

　関係団体との連携のうえ、経費の縮減に努めている。         0       172         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ           0%    86%     0%     0%                   

なし

事業報告書による 　秋田県中学校体育連盟及び秋田県高等学校体育連盟への財政的支援を通じて、中学生及○
び高校生のスポーツ環境の充実並びにスポーツ活動の普及・育成、さらには競技力の向上○ ○● 0 2 ● を引き続き推進していく。

○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　中学生及び高校生のスポーツ環境の充実に貢献しており、妥当である。

○

○

○○ ● ○
　中学生及び高校生のスポーツでの活躍や大会等への県民の関心は高く、観戦・応援する
ことで地域の活性化に寄与している面もある。また、保護者の経済的負担軽減にもつなが
っている。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　県レベルの組織に対する補助金であり妥当である。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

体育連盟補助金06 0 4 0 3 0 2

 （様式４－１）

2

1

1

B4

C

1

1 B

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

B



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成22 令和04 05 13

0606040303 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

04 豊かな人間性と健やかな体の育成運動部活動活力アップ支援事業
生涯にわたってたくましく生きるための健やかな体の育成03

教育委員会 保健体育課 学校体育・部活動班 5202 寺田　潤 野中　仁史

令和01 令和06

　中学生及び高校生の経済的負担を軽減し、安心してスポーツに専念できる環境を整備するとともに　運動部活動の一層の活力アップを図り、児童生徒が生涯にわたってたくましく生きるための健やか
、校種間や組織間等の連携した取組の推進を支援することで、運動部活動の充実と活力アップにつなな体を育成するため、運動部活動に対する支援や指導者の育成、栄養指導等を行う。
げる。

● ○

県

中学校・高等学校の運動部活動選手、指導者等　近年全国規模の大会での入賞数はやや低下傾向にあり、平成１９年の秋田わか杉国体や平成２３年
の北東北インターハイでの入賞数には及ばない。また、少子化による部員数の減少、指導者の専門的
な指導力不足、生徒のニーズや保護者の要望への対応など新たな課題も出てきていることから、学校

　指導者を対象とした各種講習会の開催や若手指導者の全国大会等への派遣、校種間の連携促進に向・家庭・地域が一体となった指導体制や、校種間・組織間連携を推進するなど、チームでの取組によ
けた取組を通して、選手が大会において十分に実力を発揮できるよう支援を行う。る運動部活動の活力アップが必要である。

● ○ ○■ □ 11

● ○ ○ （二次評価結果）少子化に伴い、生徒数が減少している中で、中学校及び高等学校の運動部活動に対し、外部講師や
アドバイザーを活用した支援や指導者の育成、また栄養指導を行うなど、様々な面でサポートを施している。さらに
、全国レベルで活躍する選手の経済的負担を軽減するなど、選手が最大のパフォーマンスを発揮できるような支援体

□ ■ □ □ 制を行っている。インターハイ入賞者数等は目標に達しなかったが、事業の継続により運動部活動全体の底上げ及び
□ 一層のレベルアップが図られるよう事業を推進していく必要がある。

　高校生スポーツ活動の充実のため、支援を継続していく。
　運動部活動の一層の活力アップを図るため、専門部や中学生及び高校生選手への支援要望。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

部活動指導員配置事業 　専門的な指導技術を要する運動部活動に対し、部活動指導員を配置することで運動部活
01

動の質的向上と教員の負担軽減を図る。       6,530       6,408      18,101      18,101      18,101                         

秋田型運動部活動サポート事業 選手が大会で活躍できるよう、運動部活動指導者の指導力向上、選手や保護者等への栄養02
指導、校種間連携等の支援を行う。       1,749       1,472       3,392       3,392       3,392                         

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                   8,279       7,880      21,493                 21,493      21,493

補習等のための指導員等派遣事業                    8,986       8,986       8,986      3,265       3,204            

                                                                               

                                                                               

      4,676      12,507      5,014      12,507      12,507                         



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

インターハイ入賞者数

○ ●●インターハイ入賞者数
○○ ○○○

○ ● ○　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、各大会が行われなかったため、適用は不可
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 であるが、大会が行われていれば一定の成果が見込まれたことから、有効性はあると判断

する。 ●        46            55        55        55         47        48          0         0

         0                      45         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ     0%  81.8%     0%     0%     0%                   

○○ ○なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

保健体育課調査
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

●○○● 0 3

不可国体獲得得点（少年の部）

●国体獲得得点（少年の部）

○○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○       230          0           230       260          0         0          0         0

　これまでの事業成果を踏まえ、補助事業を廃止するなどコストの縮減を図った。         0         0         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ           0%     0%                               

なし

保健体育課調査 　少子化に伴い、生徒数が減少している中で、中学校及び高等学校の運動部活動に対し、○
外部講師やアドバイザーを活用した支援や指導者の育成、また栄養指導を行うなど、様々○ ○● 0 3 ● な面でサポートを施しているほか、選手が最大のパフォーマンスを発揮できるような支援
体制を構築している。インターハイ入賞者数等は目標に達しなかったが、事業の継続によ○
り運動部活動全体の底上げ及び一層のレベルアップが図られるよう事業を推進していく必

○ 要がある。

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

○
○

● ○ ○ ○
　中学生及び高校生のスポーツ活動の充実のために、様々な支援を行うことは必要である

○。

○

●● ○ ○
　中学生及び高校生のスポーツ活動の発展及びレベルアップのために、財政的支援を行う
ことは重要である。

○

○● ○
□ □ ■

○□

　「スポーツ立県あきた」を宣言しており、中学生及び高校生選手の活躍は、その推進の
大きな原動力となることから、県一丸となって支援する必要がある。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

運動部活動活力アップ支援事業06 0 4 0 3 0 3

 （様式４－１）

2

2

2

A6

C

2

2 A

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

B



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和01 令和04 05 10

0606060212 教育・人づくり戦略

06 生涯にわたり学び続けられる環境の構築ミュージアム活性化事業
良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・活用02

教育委員会 生涯学習課 生涯学習・学芸振興班 5183 中田　善英 奈良　香

令和01 令和05

　文化・芸術の発信拠点として魅力ある展覧会や関連事業等を開催し、児童・生徒及び県民の豊かな　県立美術館・近代美術館・博物館を、文化・芸術の発信地として、児童・生徒をはじめとする多く
文化活動に寄与するとともに、地域のにぎわい創出にも貢献する。の県民に親しまれる施設にするとともに、多くの県民が各館を訪れることで、地域のにぎわい創出に

も貢献できるように取り組んでいく必要があるため。

○ ●

県

各館入館者、利用者　対象となる３施設（美術館、近代美術館、博物館）では、コロナ禍にあっても、基本的な感染拡大
防止策を徹底し、工夫しながら各種事業に取り組んできた。コロナ禍前に設定していた目標の入館者
数には届かなかったものの、令和２年度の実績からは17.4％の増加に転じている。また、多くの県民

・主として県とメディア企業等で組織した実行委員会形式での展覧会を開催することにより、展示内が首都圏や感染拡大地域等との往来に慎重となっていることにより、県内の教育機関に対する期待は
容並びに広報の充実を図る。��・施設と民間との連携に加え、施設と学校・地域並びに施設間同士の高まっている。
連携を図り、利用者の増加を目指す。

○ ● ○■ ■ R03 00

○ ● ○ 　各館の年間入館者数は、美術館80,497人（目標12万人）、近代美術館52,023人（目標9万人）、博物館51,311人（
目標10万人）であり、全体として目標の59.3％となった。例年であれば繁忙期にあたる春季や夏季に、全国的に新型
コロナウイルスの感染警戒レベルが上がったことが影響したと考えられる。しかし、令和２年度の実績（目標の41.9

■ ■ □ □ ％）からは、17.4％の増加に転じている。
□

　令和２年度には中止としていた事業も、令和３年度には様々な工夫を凝らして活動を再開してきた（リモートでの
・各館で行っている「来館者アンケート調査」では、コロナ禍の影響もあり、県内に居ながらにして 講演会等）。今後も、各施設におけるデジタル化の推進など、様々な取組に挑戦しながら利用者の満足度向上に努め

、首都圏で見られるような人気の展覧会を観覧したいという要望が多い。��・各館の「運営協議会」 ていく。

でも、来場者の満足度を高める活動に対し、期待する声が寄せられている。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

特別展開催事業 県立美術館・近代美術館・博物館における特別展の実施。
01

     27,324      35,598      35,290      35,290                                    

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  27,324      35,598                            35,290      35,290

                                                                               

                                                                               

                  11,861      31,624                            24,174            

      3,974      11,116     15,463      35,290                                    



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

３館の年間入館者数

● ○●美術館、近代美術館、博物館の年間入館者数の合計
○○ ●○○

○ ● ○　県外からの観光客が減少した。また、新型コロナウイルスの感染が拡大した時期には、
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 県内の来場者も出控えの傾向にあった。

●   310,000                 310,000   310,000    310,000         0          0         0

   130,043                 183,831         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ  41.9%  59.3%     0%     0%                         

○○ ○調査中
令和03年度の効果 令和02年度の効果

利用統計
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

●○●○ 0 4

（理由）

○
○○

○ ○
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○         0          0                       0          0         0          0         0

　本事業を、主として県内メディア企業との実行委員会形式で実施したため、令和３年度         0         0         0          0                      0         0         0
の３館の実績は、総事業費59,544千円のうち、県負担額は35,598千円に抑えられた。またａ／ｂ                                                 
、広報宣伝効果が高まり集客に結びついたため、当初予算で8,399千円としていた一般財
源が、3,974千円に抑えられた。

　各館の年間入館者数は、美術館80,497人（目標12万人）、近代美術館52,023人（目標9○
万人）、博物館51,311人（目標10万人）であり、全体として目標の59.3％となった。基本○ ○○ ● 的な感染対策を行いながら、活動内容に工夫を凝らしてきたものの、実施できる活動を制
限せざるを得なかった。また、繁忙期にあたる春季や夏季に感染警戒レベルが上がり、県○
外からの観光客が減少したことに加え、県内でも出控えの傾向にあったことが原因と考え

○ られる。��　一方で、県内の施設における事業に対する県民の期待や要望は高まっている
。○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

○ ● ○ ○
　コロナ禍にあるが、教育文化活動の継続を求める声が多く寄せられている。

○

○

○○ ● ○
　昨年度に続くコロナ禍で、首都圏や他県への移動が自粛傾向にある中、県内の教育文化
施設に対するニーズは高まっている。

●

○● ○
□ □ □

○□

　専門性を有する学芸職員による企画・展示を行う必要がある。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

ミュージアム活性化事業06 0 6 0 2 1 2

 （様式４－１）

1

1

2

B4

0

0 C

2

2 A

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

B



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 04 18

0606060201 教育・人づくり戦略

06 生涯にわたり学び続けられる環境の構築文化財保護助成事業
良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・活用02

教育委員会 生涯学習課文化財保護室 文化財保護班 5192 武藤　祐浩 戸部　一行

昭和30 令和99

　県内の国指定・県指定文化財の保護（修理、防災、調査等）に助成することにより、文化財の保存　国指定・県指定文化財、埋蔵文化財を将来に伝えるために、それぞれの文化財に即した保護措置が
・活用を促進する。必要である。例えば建造物では修理と防災のための保護措置、無形民俗文化財では伝承と後継者育成

、埋蔵文化財では発掘調査や出土遺物の保存処理、天然記念物では生息域の実態把握等が必要である
。ただし、文化財の保存等は技術的にも専門性が高く特殊なため、費用も割高である。その費用を所
有者又は管理団体等がすべて負担するのは困難であるので、国・県・市町村がそれぞれ一定割合の補
助金を出して支援しなければ、文化財の保存・活用を図ることができない。しかしながら、県が負担 ● ○
できる補助額には限度があり、毎年その割合等を考えながら施行しなければならない。

県、市町村

文化財の所有者、管理団体等　文化財に対する県民の理解が深まりつつある。

　文化財の修理事業等に対し補助する。（有形文化財の保存修理・防災施設整備・保護管理、民俗文
化財の公開・保存・調査・記録作成、史跡の保全・整備、名勝・天然記念物の調査・保全・普及、重
要伝統的建造物群保存地区内重要建造物の修理・防災施設修理及び市町村分布発掘調査、出土遺物保
存処理）

● ○ ○■ □ R03 10

○ ● ○ （一次評価結果）��緊急性が高く、必要不可欠な文化財の修理、防災対策、維持管理や埋蔵文化財発掘調査に対して
、効率化を図りながら助成している。

□ □ ■ □
□

　文化財保護のために必要不可欠な事業であり、対象とする文化財の緊急度に留意して事業計画を立案し、効果的、
　文化財所有者及び管理団体等より、文化財の保存・継承と活用のため、保護助成が求められている 効率的な事業を実施していく。

。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

文化財保護助成事業 指定文化財、市町村が実施する発掘調査への助成
01

     14,911      11,505      12,406      12,500      12,500     125,000              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  14,911      11,505      12,500     125,000     12,406      12,500

指定文化財管理費国庫補助金                    3,051       2,500       2,500      2,740       2,379      25,000

                                                                               

                                                                               

      9,126       9,355     12,171      10,000      10,000     100,000              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

文化財保護助成事業の件数

○ ●○文化財保護助成事業の件数
○○ ○○●

○ ● ○　指標Ⅱの対象となるべき県指定文化財候補案件が１件、秋田県文化財保護審議会への諮
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 問を継続中としているため。また、登録有形文化財の新規登録が新型コロナウイルス感染

症の拡大のため見送られているため。 ●        30            30        30        30         30        30         30         0

        34                      30         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ 113.3%   100%     0%     0%     0%           0%       

○○ ○なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

『秋田県の生涯学習・文化財保護』（秋田県教育委員会）
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

●○○● 0 3

　事業者に対して、地元業者を交えての見積徴取や一般競争入札実施を指導し、予算額や文化財指定等件数（登録を含む）
請負金額の低減を図っている。

○文化財指定等件数（登録を含む）

○●

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○         3          3             3         3          3         3          3         0

　事業者に対して、地元業者を交えての見積徴取や一般競争入札実施を指導し、予算額や        15         2         0          0                      0         0         0
請負金額の低減を図っている。ｂ／ａ         500%  66.7%     0%     0%     0%           0%

文化財保護法に基づく制度として定着している。

『秋田県の生涯学習・文化財保護』 　緊急性が高く、必要不可欠な文化財の修理、防災対策、維持管理や埋蔵文化財発掘調査○
に対して、効率化を図りながら助成している。○ ○● 0 3 ●

○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　文化財の保存修理や防災対策、維持管理、埋蔵文化財発掘調査など、必要不可欠で緊急

○性のある課題に対応するものであることから。

○

●● ○ ○
　保存修理や防災対策、維持管理などの文化財保存管理への助成要望は増大しており、ま
た、市町村が発掘調査の対応をすべき土木工事も減少することなく推移していることから
。

○

○● ○
■ □ □

○□

　文化財保護法で地方公共団体の任務が規定されていること、文化財保護条例で県指定文
化財への補助金支出が定められていること、及び国指定文化財管理費補助金は間接補助金
であって、県が所有者等に補助する場合のみ国庫補助金が支出されることから。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

文化財保護助成事業06 0 6 0 2 0 1

 （様式４－１）

2

2

2
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C

2

2 A
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令和03

B



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和04 04 18

0606060202 教育・人づくり戦略

06 生涯にわたり学び続けられる環境の構築埋蔵文化財分布発掘調査
良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・活用02

教育委員会 生涯学習課文化財保護室 埋蔵文化財・世界遺産登録推進班 5193 武藤　祐浩 加藤　朋夏

昭和49 令和99

　県内遺跡の内容を確認し、周知化を進めることで、遺跡に配慮した事業計画が策定され、遺跡が保　県内の遺跡（埋蔵文化財包蔵地）は、県民共有の財産として保護していく必要がある。しかし、生
護される。開発事業によりやむを得ず破壊される遺跡については、発掘調査を実施し記録保存の措置活の利便性を高めるための各種開発（道路建設、河川改修、圃場整備等）により、遺跡が破壊される
を講じる。可能性もあり対応が必要である。

● ○

県

県、市町村　県民の埋蔵文化財への関心が高まっている。

遺跡地図活用、県内遺跡試掘・確認調査、発掘調査の実施。

● ○ ○■ □ R03 09

● ○ ○ （一次評価結果）��　試掘調査、確認調査は、県民の利便性向上を目的とした開発事業計画を遅延させることのない
ように事前に実施するものである。また、発掘調査は埋蔵文化財が事業範囲に含まれ、現状保存が不可能な場合に行
うものである。いずれも、開発事業との調和を取りながら適宜対応している。

□ □ ■ □
□

　成瀬ダム・鳥海ダム建設事業、高速道路事業、雄物川河川激甚災害対策特別緊急事業、県道整備事業などに係る試
　県内の開発事業を円滑に進めるため、文化財保護法に基づき、発掘調査等をスムーズに進めること 掘調査、確認調査や発掘調査を実施している。また市町村においても試掘調査などを行い、地域の開発事業との調整

が求められている。 を図っている。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

遺跡詳細分布調査費 遺跡地図作成、県内遺跡分布・確認調査、遺跡確認調査
01

     12,172       9,832      13,563                                               

払田柵跡保存目的調査費 発掘調査02
      5,056       4,481       4,392                                               

国土交通省受託事業 発掘調査
03                  169,279     269,163     453,553                                  

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                 186,506     283,476                           471,508            

                 462,383                           177,843     276,250            

                                                                               

                      49          64                               111            

      7,161       9,014      8,614                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

○ ●○
○○ ○○○

○ ● ●　埋蔵文化財の調査は開発に対応して行うため、将来目標を設定することはできない。開
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 発事業ヒアリングを実施し、年度毎の開発量を把握した上で、開発事業者からの調査依頼

に応じて予算化しており、埋蔵文化財を保護しながら、公共性の高い国・県の開発事業を ○         0                       0         0          0         0                     
遅滞なく洲捨てることに貢献していることから、有効性は極めて高い。

         0                       0         0                    0         0          

○ ●ｂ／ａ                                                 

○○ ○
令和03年度の効果 令和02年度の効果

令和03年度の決算額 令和02年度の決算額
●○○○

指標の設定ができないため。

○
○○

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○         0          0                       0          0         0                     

　発掘調査基準を作成し、これに基づいて遺跡毎に適切な調査費の積算と支出に努めてい         0         0         0                                 0         0          
る。ｂ／ａ                                                 

　試掘調査、確認調査は、県民の利便性向上を目的とした開発事業計画を遅延させること●
のないように事前に実施するものである。また、発掘調査は埋蔵文化財が事業範囲に含ま○ ○○ ○ れ、現状保存が不可能な場合に行うものである。いずれも、開発事業との調和をとりなが
ら適宜対応している。○

○
埋蔵文化財の発掘調査は、開発行為と連動するため調査量に変動があり将来の指標を設定できない。

○

開発事業者の要望に基づき、試掘調査、確認調査を実施している。 開発事業者と面接によるヒアリ
○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ングにより把握している。

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
開発事業に対して支障のないよう適切に対応している。

○

○

●● ○ ○
住民が必要とする開発事業に対応している。

○

○● ○
□ □ □

○□

文化財保護法上の義務がある。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

埋蔵文化財分布発掘調査06 0 6 0 2 0 2

 （様式４－１）
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A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成26 令和04 04 18

0606060203 教育・人づくり戦略

06 生涯にわたり学び続けられる環境の構築横手市増田重要伝統的建造物群保存地区整備等助成事業
良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・活用02

教育委員会 生涯学習課文化財保護室 文化財保護班 5192 武藤　祐浩 石川　和良

平成26 令和15

　地区の中核である特定建造物について修理を行い、健全度を向上させるとともに、後世の改変を受　増田地区は平成２５年１２月２７日に国の重要伝統的建造物群保存地区（以下、重伝建）に選定さ
けている部分について復原を行うことにより景観を改善し、来訪者の増加や地域の保存活用意識の高れた。地区は、１０．６ヘクタールの範囲を保存対象とし、１３０棟の特定建造物、１２件の工作物
揚を図る。また、特定建造物などの伝統的な木造建造物は火災などの災害に対して脆弱であり、防災、１３件の環境物件がある。重伝建の景観について保全し、活用する上で、特定建造物の保存修理（
施設を整備して保全を図るとともに、地域の防災意識の高揚と連帯の強化を図る。�������復原修理を含む）及び防災対策計画と防災施設の整備が不可欠である。これらの事業は今後継続的に

増加する見通しであり、所有者や地域の負担軽減のために継続的な助成が必要である。

● ○

国、県、横手市

横手市、特定建造物の所有者　ほか　平成２７年８月に、保存対象が追加され、特定建造物１２８棟、工作物１２件、環境物件１３件と
なった。平成２９年８月に、新たな追加があり、特定建造物が１３０棟となった。

特定建造物の保存修理、防災対策計画と防災施設の整備に助成する。

● ○ ○■ □ R03 10

● ○ ○ （一次評価結果）��　総合的に勘案すると、増田地区の景観を保存し、活用を継続していくためには、「特定建造物
の保存修理」と「防災施設の整備」は欠くことのできないものである。観光地としての増田地区の美観向上など見え
る形の効果が現れており、この事業の拡大が、増田地区の活性化につながっていくと考えられる。

□ □ ■ □
□

　特定物件の修理は今後も継続し、防災計画に基づく防災設備の整備を進める。
重伝建地区の住民より、景観整備を促進するための助成が求められている。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

横手市増田重要伝統的建造物群保存地区整備特定物件の修理、構造補強等に助成する
01 助成事業       3,821       4,490       2,618                                               

横手市増田重要伝統的建造物群保存地区防災地区の防災施設整備に助成する02
施設等整備事業       2,357                                                                     

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                   6,178       4,490                             2,618            

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      4,490       2,618      6,178                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

助成により復原修理を行った特定建造物、工作物の棟数

● ○○助成により復原修理を行った特定建造物、工作物の棟数
●○ ○●●

○ ● ○
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○         5             5         5         5          5         5          0         5

         5                       6         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ   100%   120%     0%     0%     0%     0%             

○○ ○参考事例なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

『秋田県の生涯学習・文化財保護』（秋田県教育委員会）
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

●○○● 0 3

　事業規模の縮小幅が年々拡大しているため、自動的に費用対効果の対前年比１．１を下特定建造物、工作物維持棟数
回ることになる。

○特定建造物、工作物維持棟数

○●

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○       135        135           135       135        135       135          0       135

　重伝建地区の主要な通り沿いにあり、店舗を兼ねる特定建造物の復原修理等に対して補       142       142         0          0                      0         0         0
助を行い、それ以外は補助対象外とした。また、防災施設整備については地権者との調整ｂ／ａ       105.2% 105.2%     0%     0%     0%     0%       
を継続する案件はあるものの、昨年度に引き続き事業はなしとした。

参考事例なし

「横手市増田伝統的建造物群保存地区保存計画」 　伝統的建造物の保存活用面及び管理面、加えて観光地としての環境整備面からも、「特●
定建造物の保存修理」と「防災施設整備」は必要不可欠なものである。本事業を継続する○ ○● 0 3 ○ ことは、増田地区の景観向上とそれに伴う観光地としての魅力増大につながる。

○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　特定建造物等の数が多く、景観保持と活用のために行う復原修理等の行為が随時欠かせ

○ないものである。

○

●● ○ ○
　重伝建地区としての認知度の高まりとともに、県内外からの訪問者の増加、地域住民の
保存活用意識の向上が顕著である。

○

○● ○
■ □ □

○■

　法令・条例上の義務があることのほか、重伝建地区を中心とする地域の整備は、観光と
いう観点から考えると、周辺地域及び県全体への波及効果が大きい。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

横手市増田重要伝統的建造物群保存地区整備等助成事業06 0 6 0 2 0 3

 （様式４－１）

2

2

2

A6

2

2 A

2

2 A

令和02 令和02令和03 令和03

令和03
令和03

A



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 平成27 令和04 04 18

0606060204 教育・人づくり戦略

06 生涯にわたり学び続けられる環境の構築重要文化財天徳寺保存修理事業
良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・活用02

教育委員会 生涯学習課文化財保護室 文化財保護班 5192 武藤　祐浩 戸部　一行

平成27 令和06

　解体を伴う根本的な修理を行うことにより、１００年先を見据えて建造物の健全な状態を確保する　天徳寺では、本堂・書院・山門・総門の４棟と附として開山堂が重要文化財に指定されている。本
。修理に際しては痕跡調査も行い、文化財のより深い理解に基づいた復元も行う。事業期間中も含む堂、書院及び開山堂は創建から根本的な修理が行われていないため、建物に歪みが生じ、建物の存立
公開や報告書の刊行により、県民の文化財への関心を醸成する。に関わる状況である。秋田藩主の菩提寺として、県を代表する文化財である天徳寺を今後とも保存し

ていくための修理に対して支援を行う必要がある。

● ○

国・県・秋田市・天徳寺

天徳寺　耐震診断の結果、当初見込み以上の構造補強が必要になったこと、また解体調査の結果、建具復元
、漆塗り直し、壁紙貼り等の必要作業が増大したことから、事業期間を１年延長して令和６年度まで
の１０カ年事業となった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

修理事業に助成する。　事業期間延長と工事量の増加に加え、東日本大震災の復興事業や東京オリンピック関連建築ラッシ
ュに伴う労務単価や原材料費の上昇により、１０年間の総工費が148,822千円、県補助金が13,394千
円増加している。

● ○ ○■ □ R03 10

● ○ ○ （一次評価結果）��　天徳寺は県を代表する重要文化財建造物であり、本堂建築後３００年以上経過して初めての根
本修理は、その保護のために必要不可欠な事業である。事業者は、現場見学会の積極的な実施など修理事業中の活用
にも積極的に取り組んでいる。国（文化庁）も全国１４カ所の特殊修理の一つとして国家的事業に位置づけている。

□ □ ■ □
□

　天徳寺は建物が重要文化財であると同時に、県指定史跡でもあり、埋蔵文化財包蔵地でもある。工事に伴って、様
　文化財所有者より、事業費が高額な上、事業に伴って行われる仮本堂建設などの自己負担も大きい 々な対応の必要性がある。

ことから助成が求められている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　耐震補強や建具等の工事量の増加により、事業期間の延長と事業費の増額の要望がある。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

重要文化財天徳寺保存修理事業 　平成27年度から行われた天徳寺の根本修理である。修理箇所は本堂、書院及び開山堂で
01

ある。      27,000      34,200      34,200      34,200      10,201                  217,120

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      217,120     27,000      34,200      10,201                 34,200      34,200

                                                                               

                                                                               

                                                                               

     34,200      34,200     27,000      34,200      10,201                  217,120



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

　工事工程表に基づく工事の進捗率

● ○○　各年度の工事工程の達成率
●○ ○●●

○ ● ○　耐震診断や解体調査の結果に基づいて必要な計画変更をした上で、工事は順調に進捗し
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ている。また、行政関係者や住民等の要請に応じて、現場見学会を開催し、事業の周知を

図っている。 ○       100           100       100       100        100         0        100         0

       100                     100         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ   100%   100%     0%     0%                 0%       

○○ ○参考事例なし
令和03年度の効果 令和02年度の効果

『秋田県の生涯学習・文化財保護』
令和03年度の決算額 令和02年度の決算額

●○○● 0 3

　１０年間の長期計画に基づいて行われており、前年度の経済的比較になじまない。　現地見学会等の開催による県民への情報発信

○　現地見学会等の開催回数（Ｈ２７～２９は準備作業期間のため見学会を開催

○●できない。）

○ ●
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ● ○ ○

○         1          1             1         1          1         0          1         0

　木材購入単価を競争見積もりで下げるなど、コスト縮減を図っている。         1         1         0          0                      0         0         0

ｂ／ａ         100%   100%     0%     0%                 0%

参考事例なし

天徳寺からの聞き取り 　天徳寺は県を代表する重要文化財建造物であり、本堂建築後３００年以上経過して初め●
ての根本修理は、その保護のために必要不可欠な事業である。事業者は、現場見学会の積○ ○● 0 3 ○ 極的な実施など修理事業中の活用にも積極的に取り組んでいる。国（文化庁）も全国１４
カ所の特殊修理の１つとして国家的事業に位置づけている。○

○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　耐震診断や解体調査を踏まえて必要な計画変更を行い、文化財建造物の健全性の回復・

○維持に万全を期している。

○

○○ ● ○
　令和３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大のために行政担当者等に限った現場見学
会しか開催できなかったが、修理事業に対する地域住民の興味は高く、現場見学会の開催
要望は強い。

●

○○ ●
□ □ □

○□

　文化財建造物の修理費用は通常建物の修理費用に比べて著しく高額であるため、県の支
援が求められる。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

重要文化財天徳寺保存修理事業06 0 6 0 2 0 4

 （様式４－１）
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(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和04 令和03 令和04 04 28

0606060205 教育・人づくり戦略

06 生涯にわたり学び続けられる環境の構築世界遺産環境整備調査事業
良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・活用02

教育委員会 生涯学習課文化財保護室 埋蔵文化財・世界遺産登録推進班 5193 武藤　祐浩 新海和広

令和03 令和04

　県道十二所花輪大湯線の移設に向け、基礎資料となる詳細地形図を完成させる。　北海道・北東北の縄文遺跡群の世界遺産登録に係る付帯事項で、ユネスコ世界遺産員会から「不適
切要素の撤去」が指摘され、これに該当する大湯環状列石を縦断する県道十二所花輪大湯線の移設が
必要になる。移設に向けた一連の事業の最初に、移設対象地の詳細な地形図作成が必要となるため実
施する。また、移設県道を含めた世界遺産の構成資産周辺の整備状況等に係るアンケートを実施し、
事業遂行の基礎資料とする。

● ○

　県

　県民　移設ルート案を複数設定する必要があり、大湯環状列石を中心とした広い範囲を地形図作成の対象
とする必要がある。対象地を広くとるのは、大湯環状列石の範囲が広がり、移設可能範囲が限定され
ることも考慮している。

　文化財保護室、道路課、鹿角地域振興局建設部が連携して事業を実施する。地図作成業務は、専門
業者へ委託する。

● ○ ○□ ■ R03 07

● ○ ○ 　アンケート調査は鹿角・北秋田両市民の意識を把握することができた。詳細地形図作成は、地形図のベースは完成
したが、現地との対比作業が残っており、繰越事業として年度明けに詰めの作業が残る。

□ □ □ □
■ 世界遺産登録に伴うメディア、一般県民の反応等

　繰越分の事業を適切に実施する。
　世界遺産登録に上記勧告が付帯決議されたことを受け、マスコミからの問い合わせが多くあり、県

の取組方針について知事のコメントを求められることも増えるなど反響が大きい。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

○ ●○
●○ ○○○

○ ○ ○　成果品の完成をもって目標達成となるため。
02 03 04 05 0 6 0 7 0 8

○         0                       0         0          0         0          0         0

         0                       0         0          0         0         0         0

○ ●ａ／ｂ                                                 

○○ ○
令和03年度の効果 令和02年度の効果

令和03年度の決算額 令和02年度の決算額
○○○○

　専門業者への委託事業のため、入札段階で事業経済性の妥当性は担保されている。

○
●○

○ ○
0 2 03 04 05 0 6 0 7 0 8 ○ ● ○

○         0          0                       0          0         0          0         0

　入札予定価格を策定する段階で適正なコストにしているため。         0         0         0          0                      0         0         0

ａ／ｂ                                                 

　成果品の完成をもって本事業は終了となるため。○
○ ○○ ○

○

○
　詳細地形図の完成をもって事業が終了するため。

●

　詳細地形図の成果品。
○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○

○
○

● ○ ○ ○
　ユネスコ勧告に対応する事業の、ステップの最初に位置づけられる。

○

○

●● ○ ○
　住民アンケートから、県道移設を求める声が大きいことが分かる。

○

○● ○
□ □ ■

○□

　県道管理者である県が実施するのが妥当である。



( )

継続事業中間評価判定点検表
(１)各評価項目の判定基準

配
点
１
次
２
次

観 点 評価項目 判定基準 評価結果

事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題a 2
一 に適切に対応している A:必要性は高い
現状の課題に照ら 事業の目的が外部環境の変化や事業推進上の課題b 1 (6点)

にある程度（一部）対応しているした妥当性
c 0事業の目的が現状の課題に対応していない

B:必要性はある
a 住民ニーズが増大している 2

二 (県関与の妥当性が
住民ニーズが横ばいであるb 1住民ニーズに照らア必要性 aかbで3～5点)
住民ニーズを把握していない又は住民ニーズが減した妥当性 c 0少している C:必要性は低い

法令・条例上の義務がある、又は内部管理事務で (上記以外)
a 2ある及び県でなければ実施できない理由がある

三
民間・市町村で実施可能であるが県が関与する理県関与の妥当性 b 1由がある

c 0県が関与する理由がない
１次 ２次

計 6

A:有効性は高い
a 目標値に対する達成率が全て100%以上 2 (2点)

一 B:有効性はある
（1点)

事業目標の達成状 1bイ有効性 ａ、ｃ以外の場合 C:有効性は低い
況 （0点)

0c 目標値に対する達成率のいずれか一つが80%未満 １次 ２ 次

計 2

費用対効果の対前年度比（注）が全て1.1以上a 2
A:効率性は高い

費用対効
（2点)1b ａ，ｃ以外の場合果の対前

一
前度比 B:効率性はある

事業の c 費用対効果の対前年度比のいずれか１つが0.9未満 0 （1点)
経済性ウ効率性

の妥当 コスト縮減 C:効率性は低い2a コスト縮減の効果が客観的で効果の発現が大きいの取組状況
性 （0点)(費用対効

b 1コスト縮減の効果の発現が小さい果の対前年
度比が算定
できない場 コスト縮減に取組んでいない又は効果の発現がなc 0 １次 ２次合） い

2計

(注)費用対効果の対前年度比の算定式
年度の決算額)年度の効果 ／年度の決算額) ／ (( 年度の効果／

上式で、効果とは事業の効果を把握するために設定した指標の実績値をいう。なお、評価の時点で 年度
の効果が判明しない場合及び 年度の新規事業については、費用対効果の対前年度比が算定できないため、
効率性の判定を行わないものとする。
また、累積の実績値を設定している場合は、前年度からの差し引きによる「単年度増加分」を実績値として用い
ます。

(２)総合評価の判定基準

総合評価
判　定　基　準総合評価の区分

２次１次

Ａ (継続) 全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」の判定の場合

Ｂ (改善して継続) 各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合Ｃ (見直し)

全ての観点の全ての点検項目が「Ｃ」判定の場合Ｄ (休廃止)

Ｅ (終了) 事業期間が終了する場合

世界遺産環境整備調査事業06 0 6 0 2 0 5
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